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GEO-6アセスメントプロセス

第6次地球環境概況（GEO-6）は、「健全な地球、健康な
人々」のテーマの下、政策決定者及び社会の全ての人々
に対し、持続可能な開発目標の環境的側面、国際的に合
意された環境目標、そして多国間環境協定の達成支援を
目指している。そのためGEO-6では、最近の科学的情報と
データを評価し、現在と過去の環境政策を分析し、2050
年までに持続可能な開発を達成するための将来の選択肢
を特定している。

GEO-6の作成は国連環境計画の第1回国連環境総会
（UNEA）においてメンバー国より要請があり、決議1/4パ
ラグラフ8においてUNEP事務局長に対し、UNEPの業務プロ
グラムならびに予算内において、UNEP Liveの支援を得
て、GEO-6の作成開始を要請した。また、文書UNEP/EA.1/
INF/14は、GEO-6の範囲・目的・作成手順について、透明
性がありグローバルな政府間及びマルチステークホルダ
ーの協議により定義されるべきであるとした。そして、
科学的に信頼できる査読されたGEO-6とその政策決定者向
け要約は、2018年までに環境総会で承認されるとした。

第3回環境総会の決定3/1パラグラフ1及び2において、事
務局長に対し、GEO-6を第4回総会の少なくとも3カ月前に
完成させること、政策決定者向け要約の協議を少なくと
も第4回総会の6週間前に予定すること、その両方を審議
し場合によっては承認するため第4回環境総会に提出する
こととした。

範囲

GEO-6はこれまでのGEO報告書を踏まえて、地球環境の状
況、世界・地域・国家の政策対応、そして予測される将
来の展望に関する分析を引き続き提供する。これまでの
GEO報告書と異なる点は、持続可能な開発目標に重点を置
いている点と、それらの目標達成を加速するための可能
な手段を提供している点である。GEO-6は独立しているが
密接に結びついた4つのパートから構成されている。

v パートAでは、持続可能な開発目標といった国際的に
合意された主要な目標に関連して地球環境の状況を評
価する。

v パートBでは、こうした環境課題に対する政策対応の
有効性の分析を提供する。

v パートCでは、シナリオ文献をレビューし、2030アジ
ェンダならびに2050年に真に持続可能な世界を達成す
るための経路を評価する。

v パートDでは、環境影響評価に関する能力向上におい
て必要となるデータと知識を特定する。

GEO-6はまた、下記の主要な政策課題について検討する：

v 環境変化の主要な原動力は何か？
v 現在の地球の状況は？またなぜそうなったのか？
v 国際的に合意された環境目標の達成にはどの程度成功

を収めているか？
v これまでに成功を収めた環境政策は？

v 政策の教訓と可能な解決策は？
v 現在の政策対応は十分であるか？
v なりゆきシナリオ（BAU）とは何か？持続可能な未来

の展望は？
v 顕在化した問題及びメガトレンドは何か（起こり得る

影響を含む）？
v 2030アジェンダと他の国際的に合意された環境目標の

達成に向けた経路とは？

GEO-6の作成は、国連環境計画内及び国連環境計画と学際
的専門家・研究機関のネットワーク間における広範な協
力により行われた。

上記の政府間及びマルチステークホルダーの協議（2014
年10月）は、査読者ならびに諮問グループを含むコンテ
ンツ作成の専門家については政府による任命を、他の主
要ステークホルダーについては専門性に基づき、地理的
及びジェンダーバランスを考慮しながら透明性のあるプ
ロセスによる任命を求めた。

以下の3つのGEO-6専門諮問機関がアセスメントプロセス
を支援するために招集された：

ハイレベル政府間及びステークホルダー諮問
グループ

本パネルはUNEP全6地域からのハイレベル政府代表者25
～30名ならびに8～10名の主要ステークホルダーから構成
された。GEO-6 政策決定者向け要約の構成と内容につい
て戦略的助言と初期のガイダンスを提供したほか、政府
間交渉に備えたドラフトサマリーの最終化において専門
家にさらなるガイダンスを提供した。

科学諮問パネル

本パネルは22名の著名な科学者から構成され、会合を5回
開催した。本パネルはアセスメントプロセスの科学的信
頼性への助言提供に責任を負った。科学的助言、アセス
メント及びレビュープロセスに関する基準及びガイドラ
インを提供したほか、アセスメントプロセス中間評価の
知見をレビューした。

アセスメント方法論、データおよび 
情報ワーキンググループ

12名の専門家から構成される本ワーキンググループ
は、2015年～2018年に会合を3回開催し、コアのデータセ
ットと指標の使用に関するアセスメントプロセスへの支
援とガイダンスを提供した。

この政策決定者向け要約は、GEO-6アセスメントの結果と
整合するものである。2019年1月21日～24日にケニア・ナ
イロビで開催された政府間会合において、GEO-6政策決定
者向け要約の協議が行われ承認された。
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この政策決定者向け要約はGEO-6報告書本体の知見をハイライトしたものであり、以下の協力のもと 
国連環境計画事務局により作成された：

GEO-6ハイレベル政府間及びステークホルダー諮問グループ（HLG）メンバーからのガイダンス

Nassir S. Al-Amri, Hæge Andenæs, Juan Carlos Arredondo, Sara Baisai Feresu, Benon Bibbu Yassin, Simon 
Birkett, Gillian Bowser, Joji Carino, Fernando E.L.S. Coimbra, Victoria de Higa Rodriguez, Laksmi 

Dhewanthi, Noasilalaonomenjahary Ambinintsoa Lucie, Arturo Flores Martinez (alternate), Sascha Gabizon, 
Prudence Galega, Edgar Gutiérrez Espeleta, Keri Holland (alternate), Pascal Valentin Houénou (Vice-chair), 
Yi Huang (Co-chair), Ingeborg Mork-Knutsen (alternate), Melinda Kimble, Asdaporn Krairapanond, Yaseen M. 
Khayyat, Pierluigi Manzione, Veronica Marques (alternate), Jock Martin, John M. Matuszak, Megan Meaney, 
Naser Moghaddasi, Bedrich Moldan, Roger Roberge, Najib Saab, Mohammed Salahuddin, Jurgis Sapijanskas 
(alternate), Paolo Soprano (Co-chair), Xavier Sticker, Sibylle Vermont (Vice-chair), Andrea Vincent 

(alternate), Terry Yosie.

GEO-6科学諮問パネル（SAP）共同議長及び副議長からのガイダンス

Nicholas King (Co-chair), Sarah Green (Co-chair), Maria del Mar Viana Rodriguez (Vice-chair), N.H. 
Ravindranath (Vice-chair)

GEO-6共同議長及び著者からの専門的インプット

Paul Ekins (GEO-6 Co-Chair), Joyeeta Gupta (GEO-6 Co-Chair), Frederick Ato Armah, Giovanna Armiento, 
Ghassem Asrar, Elaine Baker, Graeme Clark, Irene Dankelman, Jonathan Davies, Nicolai Dronin, Mark Elder, 
Pedro Fidelman, Sandor Fulop, Erica Gaddis, Ania Maria Grobicki, Steve Hedden, Andres Ernesto Guhl, James 

Hollway, Fintan Hurley, Klaus Jacob, Mikiko Kainuma, Terry Keating, Peter King, Richard King, Andrei 
Kirilenko, Peter Lemke, Paul Lucas, Oswaldo Lucon, Diana Mangalagiu, Diego Martino, Shanna McClain, Gavin 
Mudd, Nibedita Mukherjee, Farhad Mukhtarov, Andrew Onwuemele, Leisa Perch, Laura Pereira, Walter Rast, 

Jake Rice, Peter Stoett, Michelle Tan, Detlef van Vuuren, Pandi Zdruli,

及び

GEO-6報告書本体への貢献がGEO-6 政策決定者向け要約の基盤となった全著者

この政策決定者向け要約は以下による協議を経て2019年1月24日に合意された：

アフガニスタン、アンゴラ、アルゼンチン、アルメニア、バングラデシュ、ベルギー、ブータン、ブラジル、ブルキナ
ファソ、カナダ、チャド、チリ、中国、コロンビア、コスタリカ、コートジボワール、キューバ、コンゴ民主共和国、
ジブチ、ドミニカ共和国、エクアドル、エジプト、エリトリア、エストニア、エチオピア、エスワティニ、欧州連合、
フィジー、フィンランド、フランス、ガボン、ジョージア、ドイツ、ガーナ、ギリシャ、グアテマラ、ギニア、ハンガ
リー、インド、インドネシア、イラン・イスラム共和国、イラク、イスラエル、イタリア、日本、ヨルダン、ケニア、
ラオス人民民主共和国、レバノン、マダガスカル、マラウイ、モルディブ、マリ、マーシャル諸島、メキシコ、モンゴ
ル、モンテネグロ、ミャンマー、ネパール、オランダ、ニジェール、ノルウェー、パキスタン、パラグアイ、フィリピ
ン、カタール、大韓民国、ルーマニア、ロシア連邦、セントルシア、サモア、サウジアラビア、セネガル、セルビア、
シンガポール、南アフリカ、スペイン、スリランカ、スーダン、スウェーデン、スイス、シリア・アラブ共和国、タン
ザニア連合共和国、タイ、東ティモール、トーゴ、トリニダード・トバゴ、トルコ、ツバル、ウガンダ、英国、米国、

ウルグアイ、ザンビア

パレスチナはオブザーバーとして参加

国連環境計画事務局

Pierre Boileau (GEO-Head), Hilary Allison, Matthew Billot, Jillian Campbell, Charles Chapman,  
Kilian Christ, Yunting Duan, Valentin Foltescu, Francesco Gaetani, Caroline Kaimuru, Eddah Kaguthi,  
Angela Kim, Rachel Kosse, Allan Lelei, Jian Liu, David Marquis, Patrick Mmayi, Caroline Mureithi,  

Franklin Odhiambo, Brigitte Ohanga, Adele Roccato, Edoardo Zandri

制作チーム

Jennifer Odallo, Catherine Kimeu (UNON Publishing Services Section), Janet Forbes, Ibrahima Diallo,  
Bo Sorensen, Francisco Vasquez (UNON Division of Conference Services)
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1. 地球環境概況とは？

社会的および経済的な意思決定のあらゆるレベルで、環
境配慮を主流化することは非常に重要である。GEO-6は、
持続可能な開発目標（SDGs）に沿って、公平性とジェン
ダーなど異なった目標やターゲット間のシナジー（相乗
効果）やトレードオフを考慮し、そのような関連する経
済・社会的問題と効果的に組み合わせた場合に、環境問
題は最も効果的に取り組まれることを示している。ガバ
ナンスは、異なる政策分野間の幅広い調整など、地方・
国・地域・世界のそれぞれのレベルで改善することがで
きる。より野心的で効果的に実施された環境政策が必要
であるが、それだけでは持続可能な開発の目的を達成す
るのに十分ではない。持続可能な開発に必要な資金の持
続的な調達を確保し、環境に関する優先事項に沿って資
金を配分することが必要である。また、環境管理に関す
る能力の強化や科学的情報の活用も重要である。環境目
標の実現には、すべての利害関係者の関与やパートナー
シップの強化、さらには国際協力の推進などが不可欠で
ある。{Chapters 22、23、24}

GEO-6は、健全な環境は、経済的な繁栄や人間の健康、
そして福利のための最良の基盤であることを示してい
る。図SPM1が示すように、人間の行動は、生物多様性や
大気・海洋・水・土地に対し、様々な影響－深刻なもの
から場合によっては不可逆的なものまで－を及ぼしてき
た。このような環境劣化は、人間の健康に悪影響を及ぼ
してきた。大気汚染は最も深刻な悪影響を及ぼし、水や
生物多様性、海洋および陸域環境の悪化がそれに続く。
したがって、生態系の健全性を維持し回復しつつ、繁栄
と福利を達成していくためには、持続可能な発展の経路
を地球全体で共有し、それを共に追求していくことが不
可欠となる。{24.4}　

以下のセクションでは、環境変化を生じさせる主な世界
的要因や環境の状況、政策対応の規模と有効性、ますま
す複雑化する世界においてSDGsを達成するために可能な
経路、そしてこれらの目標を達成するための意思決定を
支援するデータや情報の必要性とそれに付随する機会に
焦点を当てる。

GEO （地球環境概況）は、関係者との協議や参加型のプ
ロセスを通じ、環境の状況や環境課題に対処する政策、
さらには国際的に合意された様々な環境目標を達成する
ために必要な将来の経路を、第三者的に独立して評価し
た結果である。GEOは、政府や利害関係者が環境に関する
意思決定をする際に有用な情報を提供するための一連の
研究である。{1.1}

GEO-6（第6次地球環境概況）の目的は、「健全な地球、
健康な人々」のテーマの下、政策決定者やすべての関係
者に確かな証拠に基づいた環境情報を提供すること、
そして、持続可能な開発のための2030アジェンダ、国
際的に合意された環境目標や多国間環境協定の達成を支
援することである。そのため、GEO-6では、最近の科学
的情報とデータを評価し、現在と過去の環境政策を分析
し、2050年までに持続可能な開発を達成するための将来
の選択肢を特定している。{1.1}

1997年にGEOの初版が発表されて以降、環境改善の事例が
数多くある。特に問題が明確化され、管理可能であり、
規制や技術的な解決策がすぐに利用可能である場合にそ
のような成功例が多い。今後もその様な場合には、既存
の政策をより効果的に実施することによって、さらに多
くのことが達成できる。{Chapters 12-17}

しかし、すべての国と地域における政策努力にもかかわ
らず、地球環境の全体的な状況は、GEOの初版以降悪化し
続けている。環境政策に基づく取り組みは、多くの国で
持続可能でない生産と消費、さらには気候変動など様々
な要因によって妨げられている。GEO-6は、世界中に広が
った持続可能でない人間活動が、地球の生態系を悪化さ
せ、社会の生態学的な基盤を危険にさらしていると結論
付けている。{Chapters 4-9}

この状況を止め、さらには反転させ、それによって人間
と環境の健康を守り、現在および将来の地球の生態系を
健全に維持するために、これまでにない規模で緊急の行
動が必要である。主要な行動には、以下のものが含まれ
る。すなわち、(i)　土地の劣化、生物多様性の損失や大
気・土地・水の汚染の削減、(ii)　水管理および資源管
理の改善、(iii)　気候変動の緩和と適応、(iv) 資源効
率、(v)　 脱炭素化、デカップリングと有害物質の排除
（デトクシケーション）、および(vi) リスクと災害の
予防と管理である。そのためには、持続可能な消費と生
産、より高い資源効率とより良い資源管理、統合的な生
態系管理や、統合的な廃棄物の管理と削減など、野心的
でより効果的な政策が必要である。1{Chapter 22}

1 この政策決定者のための要約は、特定の事項に関し、どの程度客観的な証拠があ
り、その証拠に関しどの程度の合意があるのか、政策決定者により良く理解いた
だくために信頼性ステートメントを使用している。使用される定性的な信頼性ス
テートメントは、以下のようなものである：「十分に確立された」（多くの証拠
と高い合意）、「未解決」（多くの証拠と低い合意）、「確立されたが不完全」
（証拠は限られているが、良い合意はある）、「結論がえられない」（証拠が限
られているか、または全くなく、合意も少ない）。信頼性の高いステートメント
は、さらに次のようにより詳細に定義されることもある。「非常に十分に確立さ
れた」（非常に包括的な証拠基盤と非常に少ない意見の不一致）および「実質上
確実」（複数の時間的および空間的尺度をカバーする非常に確実な証拠があり、
またほとんど意見の相違がない）。また、いくつかのステートメントに関して
は、定量的確信ステートメントも提供される。これには、「可能性が高い」（66
％を超える確率）および「非常に高い」（90％を超える確率）が含まれる。
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出典：Gupta et al. （2019年）

注：この図は、人間活動の影響が地球の健全性に及ぼす影響（健全から不可逆的なダメージまで）と、地球の健全性が人間の健康に与える影響（低い被
害から高い被害まで）を、2030年から2050年の範囲で示す。環境や健康への影響の中には、短期的または長期的に改善可能なものもある。「不可逆的」
な環境影響の回復には、仮に可能であったとしても、極めて長期にわたる取り組みが必要となる。

図SPM.1. 地球の健全性と人間の健康の関係
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2. 私たちの環境に何が起きていて、私たちはどのよ
うに反応してきたか？

世界のほとんどの地域では、経済発展によって何十億も
の人々が貧困から解放され、健康と教育へのアクセスが
拡大された（十分に確立された）。しかし、幾つかの地
域で採用されている「経済成長第一、環境改善後回し」
というアプローチは、気候変動や公害、または自然の劣
化に対応できていない。このアプローチは、また、国内
や各国間の不平等の増大にも寄与しており、最終的には
より費用がかかるものとなる。消費と生産に本質的で急
速な変化がない限り、2050年に100億の人々の生活を、持
続的かつ健康で充実し、生産的なものとすることは不可
能であろう。{2.5.1}

SDGsの達成のためには、環境劣化と資源利用を、経済成
長と現在の生産と消費のパターンから分離（デカップリ
ング）することが必要である（確立された）。環境圧力
と経済成長の部分的な分離は、特定の環境影響や資源利
用について、既に幾つかの国で観察されている。この分
離をさらに促進するためには、既存の持続可能なやり方
を拡大するだけでなく、社会全体で、製品や素材を製
造・消費・廃棄する方法をより根本的に変革する必要が
ある。このような変革は、将来の方向性や行動の客観的
なベースを提供できる長期的で包括的な科学に基づいた
目標によって支えられていれば、より効果的なものとな
る。{2.5.1}

1990年代以降の技術革新の拡大は、世界的にも歴史的に
も前例のないことであり、人々の生活に多くの便益をも
たらしてきたが、いくつかの否定的な結果も招いた（確
立されたが不完全）。いくつかの技術的・社会的な革新
は、持続可能でない消費と生産に伴う環境の圧力を減ら
すことができる。国内の状況に適合した既存の環境技術
へのアクセスを強化することは、 国がより迅速に環境目
標を達成するために役立つ。 国際的合意に応じ予防的ア
プローチを、可能な範囲で新しい技術革新に適用するこ
とにより、 人間や生態系の健康への意図しない悪影響を
減らすことができ る。 {2.6.2、2.6.3、2.6.4}

低炭素で資源効率の良い方法を優先する国々は、世界経済
において競争上の優位性を獲得する可能性がある（確立さ
れたが不完全 ）。 適切に設計された環境政策ならびに適
切な技術や製品は、成長や競争力にほとんど追加的費用を
かけずに連携して実施できることが多く、それにより革新
的技術を開発し普及する能力を拡大することができる。こ
れは雇用と開発にとってもプラスになる可能性があり、温
室効果ガスの排出量を削減し、最終的には持続可能な開発
を促進できる（確立されたが不完全）。{2.5.1}

気候変動は、人間の健康を含む人間システムと、大気や
生物多様性・淡水・海洋・土地に関する自然システムの
両方に影響を与え、この二つのシステム間の複雑な相互
作用を変化させる優先課題の一つである（十分に確立さ
れた）。 歴史的かつ継続的な温室効果ガスの排出は、長
期にわたって世界の気候変動を生じさせ（十分に確立さ
れた）、それは地球規模の大気や海洋の温暖化、 海面上
昇、 氷河や永久凍土さらには北極海の海氷の融解、炭素
循環や生物地球化学的かつ地球規模の水循環の変化、食

2.1 環境変化の原動力、メガトレンドとガバ
ナンスの課題

人口動態（または傾向）、特に人口圧力と経済開発は、
何十年もの間、環境変化の主要な原動力（原因）と認識
されてきた（十分に確立された）。最近では、急速な都
市化や技術革新の加速が追加的な影響をもたらしてい
る。これらの要因の背後にある消費と生産のパターンに
は、世界中で幅広い違いがある。{2.1.1、2.2}

これらの原因（原動力）は相互に強く絡み合い、複雑か
つ広く、しかし不均一に、世界中に広がっている （ 十
分に確立された ）。 これらは（環境変化の根本的な原
因をなす）メガトレンドであり、既存のガバナンスの構
造では、追随していくのが非常に難しいペースで変化し
てきている。それは、都市や農村・地方・国・国を越え
た地域・地球規模など、すべてのレベルで共通の課題で
ある。{2.1.1}

2018年の世界の人口は約75億人で、予測の中央値では
2050年までに約100億人、2100年までには約110億人にな
ると推定されている（国連による推計 ） （ 十分に確立
された ）。 ヨーロッパとアジアの一部地域を除くすべ
ての地域における平均寿命の増加と幼児その他の死亡率
の減少は、人口増加率が引き続きプラスに推移すること
を意味している。 教育への不平等なアクセスや女性のエ
ンパワーメントの欠如だけでなく、女性の性と生殖に関
する健康サービスへのアクセスの欠如が高い出生率の原
因となっている。生産と消費のパターンに変化がなけれ
ば、人口増加は環境への圧力を増大させ続ける。 
{2.3、2.3.4、2.1.1}

都市化は世界的にかつてないほどの速さで起こってお
り、都市は世界中で経済発展の最も重要な推進力となっ
ている （ 十分に確立された ）。 特に新興国や途上国で
は、より多くの人々が都市や街に住むようになってきて
おり、世界の都市人口は2050年までに66％まで増加すると
予測されている（ 十分に確立された ） 。都市の成長の
約90％は、アフリカとアジアで 起こる。 アフリカは最も
急速に都市化している地域であり、人口が最も増加する
と予想される地域でもある（十分に確立された ）。 世界
の都市居住者の約30％が基本的なサービスや社会的保護に
アクセスがなく、都市の低所得地域の貧しい女性が特に
脆弱である。 {2.4、2.4.3}

規模に関係なくほとんどすべての沿岸域の都市や途上国
の小島嶼国は、気候変動や異常気象による海面上昇や洪
水、高潮に対してますます脆弱になっている（ 確立され
たが不完全 ）。 一般的に、都市化が最も急速に進む途
上国の都市は、 より脆弱な状況にある。 対照的に、持
続可能な都市の建設は、環境への影響 を減らしながら、
市民の福利を高める機会を提供しうる。 より影響の少な
い都市のライフスタイルは、ガバナンス・インフラ・サ
ービス・持続可能な土地利用計画・技術的機会の改善に
よって促進することができる。農村部への投資は移住の
圧力を減らすことができる。 {2.4.4、17.3}
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料安全保障の危機、淡水の不足、そしてより頻繁で極端
な気象現象を引き起こす。高くなった大気中の二酸化炭
素の濃度は、また、海洋の酸性化にもつながり、生態系
の構成や構造そしてその機能に影響を与える。不可逆的
で危険な気候変動の影響を防ぐための時間がなくなりつ
つある。温室効果ガスの排出量が大幅に削減されない限
り、世界はパリ協定の気温目標を超える方向に進むこと
になる。気候変動は、それにより環境・社会・健康・経
済の面で世界的に大きな影響を及ぼし、社会全体のリス
クを高める。{2.7.3}

環境の悪化や気候変動の影響に付随する社会全体のリスク 
は、一般的に不利な状況にある人々、特に途上国の女性や
子供たちにより深刻となる（確立されたが不完全）。上記
で説明した影響の多くは深刻で不可逆的であり、生計の喪
失・罹患率と死亡率の増加・経済の停滞につながり、暴力
的紛争や人間の集団移住の可能性を拡大し、社会的回復力
を減少させる。{2.7.3}

このような環境変動の原因（駆動力）は地球的規模にま
で拡大し、その変化が加速化している。このことは、環
境問題や気候変動への対応を緊急の課題としている（十
分に確立された）。 多くの領域において、環境への悪
影響はますます深刻化し、時にはそれはもはや不可逆
なものになりつつあるとの科学的理解が広がりつつあ
る。GEO-6で扱われているテーマ別優先事項は、この文
脈を念頭に置いて選択され分析されており、テーマ別
の要約は意思決定者にそのテーマの中で最も重要な洞
察を提供するよう構成されている。その中には、原因
（駆動力）と具体的手段の選択肢の関係が含まれてい
る。{2.7.3}

2.2 環境の状況

2.2.1 大気

人間活動によって発生する排出物は大気の組成を変え続
け、大気汚染や気候変動、成層圏のオゾン層破壊、さら
に非分解性で生物蓄積性があり有毒な化学物質への曝露
の問題を引き起こしている（十分に確立された）。{5.3}

大気汚染は、世界的に見ても疾病を引き起こす主な環境
要因であり、600万から700万人の早期死亡の原因となっ
ている（十分に確立された）。また、それによる厚生の
損失は年間5兆米ドルと推定される（確立されたが不完
全）。特に微粒子状物質などの大気汚染物質への曝露
は、急速な都市化が進む一部の国々の都市住民に最も高
い（確立されたが不完全）。調理や暖房、照明のため
に、木材や石炭・作物残渣・家畜の糞・灯油などの燃料
を使用して生活している約30億人の人々が大気汚染に晒
されている（十分に確立された）。高齢者や年少者、病
気の人や貧しい人は大気汚染の影響をより受けやすい 
（十分に確立された）。{5.2.4、5.4.1}

世界的に見ると、特定の分野や地域では局地的な大気汚
染物質の減少傾向があるが、それは、その他の地域での
より大量の増加によって相殺されている。その他の地域
には、急速に発展している途上国や急速に都市化が進ん

でいる地域が含まれる（十分に確立された）。入手可能
なデータによると、規制が導入されると排出量が大幅に
減少する。{5.2} 国際協定は特定の化学物質対策に成功
している。エネルギー効率や汚染防止技術の改善によ
り、大気汚染物質は低減させることができる。発電所や
大規模な産業施設、 車両からの排出が制御されるにつ
れて、農業や家庭での燃料使用、建設その他の携帯用機
器、森林その他の火災などからの排出が重要性を増して
きている（確立された）。再生可能資源以外によって作
られた電気および化石燃料の生産・消費部門（「いわゆ
るエネルギー部門」）は、SO

2
と非メタン揮発性有機成分

の最も大きな人為起源排出源であり、温室効果ガスその
他の大気汚染物質を排出する主要な部門でもある。

世界各地で緩和対策が行われているにもかかわらず、人為
的な温室効果ガスの排出と気候への影響が世界的に増加し
ている。 世界的に見て、経済成長と人口増加は、依然と
して化石燃料起源のCO

2
 の排出量増加の最も重要な原因（

駆動力）である 。 長寿命の温室効果ガスの大気中濃度は
増加を続けている。これらは発電や産業、運輸に必要な化
石燃料の採掘と使用に起因しているが、土地利用や土地
利用変化、 農業や林業からの影響もある（十分に確立さ
れた）。 現在の地球規模の気候変動の証拠は明白である
（十分に確立された）。1880年以降、世界の平均表面温度
は約0.8℃から1.2℃上昇している（非常に確からしい）。 
記録が残っている期間で、最も暖かい年のベスト10のうち
8回は過去10年間で起こっている（ほぼ確実）。温室効果
ガスの排出量がこのまま継続し 、世界平均気温が現在の
率で上昇し続けると、国連気候変動枠組条約に基づくパリ
協定の一部として合意された気温目標を2030年から2052年
の間に超える（非常に可能性が高い ）。 この協定では、
世界平均気温の上昇を工業化前の水準に比べて2℃を下回
る気温に抑えること、そして気温上昇を工業化前の水準
に比べて1.5℃に制限する努力をすることを各国は約束し
た。これにより、気候変動によるリスクと影響をかなり
軽減することになると認識された。2015年に提出された各
国の国別貢献では、2℃を十分に下回る最小コストの経路
に必要とされる削減量のわずか3分の1にしかならない（十
分に確立された）。 {2.2、2.7、4.2.1、5.2、5.3.4} 2℃
の温度上昇を十分に下回る可能性を維持する には、2010
年から2050年の間に全世界で 排出量を40〜70％削減
し、2070年までに正味ゼロにする必要がある。{2.7.4}

パリ協定の目標を達成するには、温室効果ガス排出量の
大幅な削減と、排出源と吸収源とのバランスを図るため
の革新的な変革が必要である（確立されたが不完全）。
主な人為起源の温室効果ガスであるCO

2
の排出削減に加え

て、気候強制力因子とも呼ばれる短寿命気候汚染物質、
特にブラック・カーボンやメタン、対流圏オゾンの削減
は、短期に気候変動を抑制する機会を提供するだけでな
く、気候変動の緩和と大気汚染管理を統合したプログラム
の主要な要素ともなる。しかし、長期の気候変動を支配
するのは長寿命温室効果ガスであるため、短寿命気候汚
染物資の短期の削減は、長寿命温室効果ガスの緩和と統
合する必要がある（十分に確立された）。{4.2.1、5.3.4} 
地球温暖化を1.5℃に制限する経路における非CO

2
排出量

は、2℃に温暖化を制限する経路におけるものと同様の大
幅な削減が必要である。2

2 IPCC、2018年：政策決定者向け要約。「1.5℃の地球温暖化」。気候変動の脅
威への世界的な対応の強化、持続可能な開発及び貧困撲滅への努力の文脈に
おける、工業化以前の水準から1.5℃の地球温暖化による影響及び関連する
地球全体での温室効果ガス（GHG）排出経路に関するIPCC 特別報告書。World 
Meteorological Organization, Geneva.



10 政策決定者向け要約: 第6次地球環境概況

大気汚染や気候変動を管理するための能力や政治的意思に
は、政府間で大きな違いがある（十分に確立された）。政
策の範囲や目標の野心レベルは異なるかもしれないが、い
くつかの地域では、国から地方を通じた政策やその遵守・
執行プログラムのシステムが確立されている（十分に確立
された）。他の地域では、国際協定や国内法が存在するか
もしれないが、その実施や遵守・執行は、多くの場合、国
家から地方を通じた不十分な制度的能力の影響を受けてい
る（確立されたが不完全）。 将来の新たな政策努力は、
この問題に対する国際フォーラムでの新たな注目と、異な
る国々での様々なガバナンス戦略に関するこれまでの数十
年間の経験との両方に基づいて構築することができる。 
1998年から2010年の間に、国内の気候関連法の数が5倍
に増え（世界で1,500以上の法と政策）、2012年までの間
に、これらの法は全排出量の67％をカバーした（十分に確
立された）。一部の都市および地方自治体は、自国の他の
地域に利便益をもたらすような政策を推進している 
（十分に確立された）。{5.4、5.5、12}

2.2.2 生物多様性

地球の健全性と地球が人間のニーズを満たす能力との折
り合いをつける中で、主要な生物種が絶滅するケースが
繰り返されてきた。生物多様性とは、遺伝子・種・生態
系レベルでの生物の多様性を指す。それは気候を調整 
し、空気や水を清浄にし、土壌形成を可能にし、さらに
自然災害の影響を軽減する。また、木材・魚・穀物・受
粉・エコツーリズム・医薬品・身体および精神の健康に
寄与する（十分に確立された）。{6.1、6.4.2}

環境と人間の健康は複雑に絡み合っており、実際、多く
の新たな感染症は生物多様性に影響を及ぼす活動によっ
て引き起こされている（確立されたが不完全）。例え
ば、自然資源の採取や利用による陸域の自然の変化は、

野生生物や家畜、植物そして人間の病気の発生を促進す
る可能性がある。 人獣共通感染症は人間の感染症の60％
以上を占めると推定されている。{6.1、13.1; Boxes  
6.1、13.1}

遺伝的多様性は減少しつつあり、食料安全保障、ならび
に農業システムを含む生態系の回復力を脅かしている（
十分に確立された）。{6.5.1}

種の個体数は減少し、種の絶滅率は増加している。現
在、陸生無脊椎動物の42％、淡水無脊椎動物の34％、海
洋無脊椎動物の25％が絶滅の危機にあると考えられてい
る。1970年から2014年の間に、世界の脊椎動物種の個体
数 は平均 60％ 減少した（十分に確立された）。 他の
無脊椎動物と同様に、花粉媒介生物の存在量の急激な減
少も記録されている。{6.5.2}

生態系の健全性とその機能が劣化してきている。14のう
ち10の陸上生息地が植生生産性の低下を見ており、全陸
上生態地域（ecoregions）の半分近くが好ましくない状
態（unfavourable status)にあると分類されている （十
分に確立された）。{6.5.3}

在来および非在来の侵入種（invasive species）は生態
系や生息地、さらにそれら以外の種を脅かしている。直
接的および間接的な経済的コストは、年間数十億ドルに
なる。{6.4.2}

生物多様性の損失はまた公平性の問題でもあり 、 貧し
い人々や女性そして子供たちにより大きな影響を与え
る。 現在の減少率が続くと、将来の世代は生物多様性に
よる健康上の便益を奪われる。 貧困の中で暮らす人々の
70％の生計は、自然資源に直接依存している（十分に確
立された）。 {6.1、6.6.5; Boxes 6.5、13.2}

出典：WWF(世界自然保護基金協会)とロンドン動物学協会（2018年）

注：中央の線は、この指標の値が1970年から2014年の間に60％低下したことを示し、上下の線はこのトレンドの95％の信頼限界を表す。これは 陸
上や淡水および海洋の16,704箇所の生息地にいる4,005脊椎動物種の個体数の時系列的な変化に基づいたものである。

図 SPM.2. 生きている地球指数
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生物多様性に対する重大な圧力は、生息地の変化・損
失・劣化、持続不可能な農法、侵入種の広がり、マイク
ロプラスチックなどの公害、不法伐採、野生生物の国際
取引による過剰な採取である。野生生物や魚類・林産物
の違法取引は、年間900から2,700億米ドルになる。疾病
媒介動物などの種は気温が変化すると移動するため、気
候変動が将来最も深刻な脅威をもたらすことを示唆する
証拠がある。{6.5}

ガバナンスの努力は進んでいるものの、「生物多様性に
関する愛知目標の戦略計画 2011-2020」や「SDGs」など
の国際目標を達成するためには、今まで以上の努力が必
要とされている。190以上の国家生物多様性戦略と行動計
画が国連生物多様性条約に提出されているが、それらの
質や信頼性、そしてその実施は一様ではない。条約に付
属するカルタヘナ議定書や名古屋議定書に関しては、ガ
バナンスの状況はさらに一様でない。野生生物の違法取
引と闘うために、様々な法執行機関の間での国際的な協
力が増えている。{Annex 6-1}

生物多様性と自然の人類への貢献に関する科学と政策の
インタフェースは、「生物多様性及び生態系サービスに
関する政府間科学-政策プラットフォーム（IPBES）」
の確立を通じて2012年に強化された。生物多様性条約
（CBD）の締約国は、2020年以降の世界的な生物多様性の
枠組みについて交渉している。国連海洋条約の下では、 
国の管轄を超えた公海域に生息する海洋生物の多様性の
持続可能な利用と保全に関する合意に向け交渉が続いて
いる。{6.7.2、6.7.4、13.1}

「湿地の保護に関するラムサール条約」や「絶滅のおそ
れのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワシ
ントン条約）」はじめ、いくつかの多国間環境協定が生
物多様性に関するガバナンスを補強している。絶滅危惧
種に関するIUCN （国際自然保護連合）のレッドリスト
の継続的な更新や地球規模生物多様性情報機構（Global 
Biodiversity Information Facility）などの独自のモ
ニタリングの努力に加えて、生物多様性の多様な価値
を考慮し国の経済評価法に生物多様性の価値を含めるこ
とは、これらの協定の実施を支援し、必要な情報を与え
る。また、エコシステムに関し世界の状況をよりよく理
解するため、エコシステムの評価を拡大することは急務
である。{6.5.3、6.7.4、Annexes 6.1および13.1}

生物種や生態系を保護するには 、生物多様性の保全やそ
の構成要素の持続可能な利用、加えて遺伝資源の利用から
生じる利益の公正かつ衡平な配分などが必要である（十分
に確立された）。種と生態系は自然の生息地の保全を通
して最も効果的に保護され（十分に確立された）、その
保全が生物多様性の損失を減らすのに役立つという明確
な証拠がある。保護地域の設置による様々な生態系の保全
は、その実施や管理上の問題に加え、まだ十分に代表的な
生態系がカバーされていないなど、 依然として不十分で
ある。現在では、内水面を含む陸上生息地の15％ 未満、
国の領海内の沿岸と海域の16％未満が保護地域となってい
る。{6.7.3}

「2015年－2020年ジェンダー行動計画」や「多様性に関す
る愛知目標」、「生物多様性戦略計画2011年－2020年」
などの達成努力を通じて、生物多様性は、健康やジェン
ダー、さらにその他の衡平性に関する課題に徐々に主流
化され、統合されてきている（十分に確立された）。先

住民や地域のコミュニティは、伝統的知識や生態系アプ
ローチを基礎に、ボトムアップで、自主的で革新的な解
決策を提供することにより、生物多様性の保護に主要な
役割を果たしている。しかし、保護区において自然資源
へのアクセスが否定された場合には、保護区は逆に先住
民のコミュニティに悪影響を及ぼす可能性がある。{13.1}

遺伝物質の本来の場所（生息地）での保存は、特に作物な
どの農業用の種の適応能力を維持し保護することができ
る。遺伝子バンクや種子のコレクションは遺伝資源の本来
の場所での保存を補完するが、ほとんどの野生種の遺伝的
多様性の保存状況はあまり文献化されておらず、全体像は
明らかになっていない。しかし、生物多様性の加速度的な
喪失や、人間の健康への影響など、保全しないことによる
膨大かつ急増するコストに効果的に対処するためには、持
続可能な利用と保全への世界的な投資を急拡大し、生物多
様性の保全を社会経済開発のあらゆる側面に一貫して統合
することが必要である。{6.5.1、13.2.4}

ガバナンスシステムの強化により重点を置き、研究を通
じて政策の枠組みを改善し、政策統合や実施を改善し、
パートナーシップと参加を奨励することは、生物多様性
に対する最大の圧力に対処する可能性を持つ主要な政策
手段である。生物多様性の損失に効果的に対処するため
には、貧困の撲滅や食料安全保障上の課題、ジェンダ
ーの不平等、多くのシステムに共通する非効率 、そし
てガバナンスの構造やその他の社会的変数の悪化に注視
して努力していく必要がある。生物多様性条約および名
古屋議定書に従って、遺伝資源の原産国を特定すること
は、これらの取り決めの目的の進捗を確実にし、また、
原産国と遺伝子資源を商業目的に使うことからくる利益
を公正で公平に分かち合うことを確実にするのに役立
つ。{6.8}

2.2.3 海洋と沿岸

海洋や沿岸地域が直面する環境変化の主な要因は、海洋
の温暖化や酸性化、海洋汚染、さらに食料生産・輸送・
定住・レクリエーション、加えて資源やエネルギー生産
のための海洋・沿岸 ・デルタ・流域の 利用の増加など
である（十分に確立された）。これらの要因による主な
影響は、サンゴ礁の死滅などの海洋生態系の劣化と損失
（十分に確立された）、海洋生物資源の減少とその結果
としての海洋や沿岸生態系の食物連鎖の乱れ（ 十分に
確立された）、栄養素と堆積物の流出（十分に確立され
た）、および海洋ゴミ（確立されたが不完全）などであ
る。これらの影響はまだ十分に解明されていないが、相
互に作用し、その相互作用はこれらの影響を増幅する可
能性がある（決定的ではない）。 これに適切に対処し
ない場合、それらが結合して劣化が破壊的なサイクルへ
と進み、海洋はもはやその多くの重要な生態系サービス
（例えば、生計・収入・健康・雇用、加えて審美的・文
化的・宗教的価値など）を提供できなくなるという大き
なリスクがある。  現在の努力は、SDGs、特に目標14の
目的を達成するのに十分ではないため、遵守や実施その
他の対策を一層効果的にする必要がある。関連する国際
協定を援用し予防的アプローチに基づく先端技術による
介入を実施したり、自然の回復力や生態系の機能を活用
した管理（レジリアンスベースの管理やエコシステムベ
ースの管理）などの戦略的管理アプローチを取ったりす
ることは、海洋生態系と海洋生物の保全や改善に資す
る。{7.1、14、14.2.1、14.2.3、14.2.4}
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海洋環境の全体的で統合的なモニタリングと評価は、海
洋の「良好な環境状態（GES）」に関する目標を達成・維
持するための汚染低減対策の実施と連携して促進される
必要がある。そのような対策には、あらゆるレベルでの
評価基準や方法論の調和も含まれる。このような措置を
効果的にするためには、気候変動の緩和と適応に関する
行動や、汚染物やごみの海洋投入の削減のための行動な
どと組み合わせ、海洋の保全と持続可能な利用を促進し
ていくことが必要である。{7.3.1、7.3.2、7.3.3}

人為起源の温室効果ガスの排出は、海面水位の上昇・海
水温の変化・海洋の酸性化を促進させている。 これらに
よって、サンゴ礁は重大な影響を受けている（十分に確
立された）。長期的な高温によって引き起こされた大量
のサンゴの白化は、多くの熱帯のサンゴ礁を回復できな
いほどに損傷した（十分に確立された）。 サンゴ礁の総
合的価値は、年間290億米ドルと推定されている。サン
ゴ礁の消失は、漁業・観光・地域の健康・生計・海洋生
息域に影響を与える（十分に確立された）。革新的技術
や持続可能な管理アプローチ（レジリエンスベースの管
理や統合的沿岸地域管理、エコシステムベースの管理な
ど）に基づく介入は、サンゴの回復力を構築するための
鍵であり、いくつかのサンゴ礁区域の保全に役立つ可能
性がある（未解決）。一方で、政府は、サンゴ礁に根差
した産業やサンゴ礁によるエコシステム・サービスの劇
的な減少、さらには、サンゴ礁の減少や崩壊に関連した
食物連鎖への悪影響に対して、十分な（対応措置の）準
備をしておく必要がある。{7.3.1、14.2.1}

海洋は世界経済において重要な役割を果たしており、今
後ますます重要になる可能性が高い。漁業と水産養殖は
現在、年間2,500億ドルを生み出している。小規模漁業は
5,800万人〜1億2,000万人の生計を支えている（確立され
たが不完全）。魚は31億の人々が食事から摂取するタン
パク質の20％以上を供給しているだけでなく、彼らの健
康にとって重要な他の栄養素も供給している。捕獲漁業
と水産養殖の持続可能性を確実にするためには、監視や
評価、操業管理、そして多くの場合、強力な地域社会ベ
ースの取り組みへの大きな投資が必要である。漁業の監
視や操業を改善する技術への投資は、捕獲漁業と水産養
殖の両方で、漁獲時、標的としている種の選択性を向上

させ、生息域への影響を減らすことができる。{14.2.4}

漁業の生態系への影響を最小限に抑えるための対策は、
一定程度の成功しか収めていない（確立されたが不完
全）。資源の評価やモニタリング・管理・監視・規制措
置などが実施できない場所では、乱獲や違法・非公式・
無秩序な漁業が継続し、拡大している可能性がある（確
立されたが不完全）。{14.2.3、14.4、14.5}

プラスチックやマイクロプラスチックなどの海洋ごみ
は、あらゆる海域のあらゆる深度で見つかっている（確
立されたが不完全）。この問題の規模やその重要性が近
年ますます注目を集めているが、この問題に関する知見
には大きなギャップがある。現在の推計によると、沿岸
地域における一般廃棄物の不適切な管理によるプラスチ
ック製の海洋ごみの投入量は、年間約800万トンにのぼ
る（確立されたが不完全）。そのうちの80％は陸上起源
の廃棄物である。 海洋のプラスチックゴミは、魚などに
絡み合ったり食べられたりして、重大な生態的影響をも
たらす可能性があり、また侵入種や他の汚染物質が拡散
する媒介としても機能する可能性がある（確立されたが
不完全）。放棄され、紛失され、または廃棄された漁具
（ALDFG）は、海洋ごみの大きな発生源である。 ALDFGは
非常に有害であるだけでなく、魚種の数も減少させる。 
洋上船や漁業、さらには生態系サービスに損害を与える
可能性があることを考えると、ALDFGは重大な経済的脅威
でもある。{7.3.3、7.4.3}

マイクロプラスチックの存在とその量の増加は、海洋生
物（確立されたが不完全）と人間（未解決）の両方の健
康に悪影響を及ぼしている可能性がある。さらに、海洋
ごみは、観光・レクリエーション・海運・ヨット・漁
業・水産養殖・農業・人間の健康など、沿岸地域の様々
な活動に大きな経済的影響を与えている（確立されたが
不完全）。ヨーロッパでは、漁具の損傷への影響は、単
独で年間7,200万米ドル以上、ビーチ清掃の費用は年間7
億3,500万米ドルと推定されており、その費用は増加して
いる（確立されたが不完全）。{7.4.4}

リサイクルや使用済み製品の管理などの廃棄物管理の改
善は、海洋へのゴミの投入を減らす最も緊急かつ短期的

出典：国立海洋大気庁（2017年）

注：警告レベル2の熱ストレスは、広範囲のサンゴの白化と甚大な死滅を意味している。 警告レベル1の熱ストレスは、深刻なサンゴの白化を示してい
る。より低いレベルのストレスもまた一定程度の白化を引き起こした可能性がある。

図SPM.3. 2014〜2017年におきた世界規模のサンゴの白化現象で経験した最大の熱ストレス（高温域）を示す地図
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に実施できる解決策である（十分に確立された）。長期
的な解決策には、あらゆるレベルでのガバナンスの向上
と、プラスチックの製造と使用過程の汚染の削減やリサ
イクル・再利用などによるシステムの向上がある。完全
なライフサイクルアプローチを考慮した全体的で証拠 
（エビデンス）に基づくアプローチが、廃棄物管理に適
用されるべきである。海岸や砂浜をきれいにすることは
環境・社会・経済的な利益をもたらし、海上のゴミを回
収することは限定的な範囲で効果的である。しかし、こ
のような努力があっても、ゴミを海洋に捨てる行動の規
制は依然として重要である。多くの関連する国際協定が
存在するが、海洋ごみとマイクロプラスチックの問題を
包括的かつ総合的な方法で扱う世界的な協定はない。国
際協定を推進するため、国際機関の間の調整と協力を改
善する必要があろう。{14.2.2}

環境への主要な圧力やその原因（駆動力）に対する取り
組みの進捗を計測するために使用される政策に連動した
指標は、圧力や原因の多様な側面にまだ十分には対応で
きていない可能性がある（十分に確立された）。生物多
様性に関する愛知目標の11など、国の領海の海洋保護区
の範囲に関する海域別の指標だけでは、このような海域
を効果的に管理することもできないし、また、気候変動
や汚染の影響を防ぐこともできない（十分に確立され
た）。そのため、保護海域の有効性と海洋全体の健全性
への貢献を評価する方法を開発する努力が非常に重要で
ある。 適用された方法と様々なボトムアッププロジェク
トで得られた結果との間の標準化や互換性が欠如してい
ると、広い地理的領域にわたる海洋ごみの状況の全体的
な評価は困難になる（十分に確立された）。 
{14.3、14.3.1、14.3.2、14.3.3}

2.2.4 土地と土壌

食料生産は、人為的な土地利用で最大のものである（居
住可能な土地の50％を使用）（十分に確立された）。家
畜生産は、農地の77％を使用しており（十分に確立され

た）、飼料生産や牧草地・放牧に利用されている。（図
SPM.4を参照）。加えて、伝統的な家畜は多くの先住民や
地域社会に生計を提供している。 持続可能な土地管理
は、食料安全保障に対応するだけでなく、自然の恵みの
喪失を防ぎ、ジェンダーと社会の平等を促進することが
できる（確立されたが不完全）。 2050年までに100億人
を適切に養うには、食料生産を50％増加させる必要があ
る（十分に確立された）。一方で、世界の食品の33％が
廃棄されたり無駄にされたりしており、そのうち約56％
が先進国で起こっている（十分に確立された）。作物が
数種類に集約化しその作付面積が増加すると、不作とな
るリスクが上がる可能性がある。生産性の向上は農地の
拡大を減速させてきたが、非効率で持続不可能な農業シ
ステムはしばしば環境と土壌の劣化や生物多様性の損失
を伴ってきた（未解決）。{8.5.1、8.5.3、8.4.1}

地域社会のために土地の権利を確保することは、土地資
産を開発の機会に変え、より持続可能な土地利用を確保
するのに役立つ。ほとんどの人にとって、土地は彼らの
最も重要な資産である（十分に確立された）。女性は農
業従事者の43％を占めているが、農地の20％未満の所有
権しか持っていない。土地資源へのアクセスが確保され
ていない場合、持続可能な土地管理は妨げられる（十分
に確立された）。先住民その他の地域社会により管理さ
れた土地は、数十億米ドル相当の生態系の便益を生み出
す可能性がある。生態系の便益とは、炭素の隔離、汚染
の減少、きれいな水、そして浸食の抑制などである（確
立されたが不完全）。 このような便益により、女性・先
住民・地域社会などによる土地所有権と相続権が正当化
できるであろう。 情報と技術へのアクセス、生産投入物
と土地へのアクセス・管理で男女格差を縮小できれば、
農業生産性を高め、飢餓と貧困を減らすことができる 
（確立されたが不完全）。女性・先住民・農家・牧畜家
が、土地資源・肥料その他の投入物・知識・能力向上・
金融サービス・付加価値のある市場機会・非農業雇用へ
のアクセスを確保できるようにする政策は、SDGsの達成
と環境影響の低減を促進することができる（確立された

図SPM.4. 食料生産のための世界の地表配分

出典：国連食糧農業機関 （FAO）（2017年)

機能的に割り当てられた用途による地球表面の分類。畜産および食用作物生産のための農地配分まで、数百万平方キロメー
トルで測定。畜産用地には動物用と飼料生産用の土地がある。
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が不完全）。また、それは農業生産性を高め、貧困と飢
餓の削減に貢献する（十分に確立された）。 
{8.6、8.5.3}

土地の劣化と砂漠化が増加している（確立されたが不完
全）。土地の劣化のホットスポット（極めて深刻な地
域）は全世界の土地の約29％を占めており、そこに32億
人が住んでいる（十分に確立された）。土地の劣化を回
避し、劣化した土地を回復するための投資は、経済的に
も意味のあることであり、その便益は一般にコストをは
るかに凌駕する。{8.4.2}

森林伐採は減速しているが、まだ、世界的に継続してい
る。さらに、多くの国で森林面積が増えているが、これ
は主にプランテーションや植林の増加のためであり（十
分に確立された）、それは天然林と同じレベルの生態系
サービスは提供できない可能性がある。{8.4.1}

都市中心部とその近郊からなる都市クラスターは1975年以
来、約2.5倍に成長しており（十分に確立された）、2015
年に世界の土地の7.6%を占めている。これは、とりわけ、
水循環と土壌機能に影響を及ぼし、都市のヒートアイラン
ドを引き起こしている。{8.4.1}

土地に関連するSDGsを達成するには、土地と水の適切な
資源管理が必要である（十分に確立された）。革新的技
術や持続可能な土地管理戦略、自然に根差したソリュー
ション、さらには土地資源のスチュワードシップ（運
営）―具体的には、持続可能な森林管理、農業・林業・
牧畜生産システム、保全農業、総合的食糧生産、アグロ
フォレストリ―などは、農業を持続可能なものにするの
に貢献できる。生態系サービスの支払い、土地の再生、
土地の所有権の付与は、より効果的に促進される必要が
ある。地元の文化との関係性が良好な場合、これらの戦
略は土地資源のより良い管理と保全に貢献し（十分に確
立された）、飢餓の削減に（SDG2）不可欠なものとな
る。農業生産に関する歪んだ補助金などの経済的インセ
ンティブは、土地の劣化に寄与する。そのため、そのよ
うなインセンティブの削減と除去は持続可能な農業の達
成に重要となる。{8.5.1}

持続可能な土地利用計画と管理は、競合する土地利用か
ら、良質で肥沃な農業土壌を守ることができ、食糧生産
などの土地に根差したエコシステム・サービスを維持
し、土地を洪水や災害から防ぐことができる。国連砂漠
化対処条約の下での、土地の劣化の進行を止める「中立
性イニシアチブ（Neutrality Initiative）」などの土地
劣化対策の枠組は、気候変動の緩和や適応（回復力の強
化を通じた）に貢献できる（十分に確立された）。それ
でも、土地管理に関する政策の枠組みは複雑で不完全な
ままである。{8.4.1、8.5.3、8.5.4}

2.2.5 淡水

人口増加・都市化・水質汚濁・持続不可能な開発は、世
界中で水資源への圧力を増大させており、これは気候変
動によって悪化している。 水不足・干ばつ・飢饉などの
遅発性の災害は、ほんどの地域で、住民の移住の増加に
つながる（十分に確立された）。ますます多くの人々が
激しい暴風雨や洪水の影響を受けている。 地球温暖化の
結果として氷河や積雪の融解が増加すると、とりわけ、
世界の人口の20％の人々に水を提供しているアジアやラ

テンアメリカの河川で、地域や季節ごとの水の利用可能
量が影響を受ける（十分に確立された）。極端な気象現
象など地球規模の水循環の変化は、水の量と質に影響を
与える。その影響は世界に及ぶが、不均等に分布してい
る。{9.1、9.1.2、9.2}

ほとんどの地域で、水質は1990年以降著しく悪化してい
る。その原因は、病原菌・栄養素・農薬・底質・重金
属・プラスチック・マイクロプラスチック廃棄物・非分
解性有機汚染物質などの有機物・塩分などの化学物質に
よる汚染である。約23億人（世界人口の約3分の1）は、
まだ安全なトイレなどの衛生施設を利用できない（確か
らしい）。約140万人が、病原菌に汚染された飲料水や不
適切な衛生施設に起因する下痢や腸内寄生虫などの予防
可能な病気で死亡している（十分に確立された）。 
{9.5、 9.5.7、9.5.2}

効果的な対策がなければ、抗菌薬耐性感染による人間の
病気は、2050年までに世界中の感染症による死亡の主な
原因となる可能性がある（確立されたが不完全）。水は
重要な役割を果たす。抗菌薬耐性菌（AMR菌）は現在、世
界中の処理された飲料水に含まれている（十分に確立さ
れた）。抗生物質は、生活排水・産業排水・農業・集約
的な家畜の飼育・水産養殖を通じ水循環に侵入し、AMR菌
はそれに由来する。加えて、様々な内分泌攪乱化学物質
はすべての大陸の淡水システムを通じて広く分布してお
り（十分に確立された）、胎児の未発達および男性不妊
に長期の影響を与えている（確立されたが不完全）。 
{9.5.1、9.5.7}

2000年から2015年にかけての15年間で、15億人の人々が
基本的な飲料水サービスを受けることができるようにな
った。しかし、多くの途上国では、いまだに、女性や女
児が水を運搬するという肉体的な負担を担っており、彼
らが生産的な活動や教育に参加する時間を少なくしてい
る。女性が他の生産的な活動に時間を費やすことによる
プラスの影響は広く認識されるべきである。たとえば、
経済調査によると、女性は一般的に自分の家族に自らの
収入の最大90％を再投資し、家族の健康と栄養を改善
し、子供たちが学校に通う機会を増やすことが明らかと
なっている。{9.7.1}

世界全体で、農業は淡水取水量全体の平均70％を占めて
おり、多くのより貧しい国ではそれは90％にものぼる。
都市や産業との水をめぐる競争が激化するにつれ、農業
用水の利用効率を向上させると同時に、より多くの食料
を、より少量の、より有害性の少ない肥料を使って生産
することが必要となる。（十分に確立された）。地下水
の多くは、灌漑・飲料水・鉱工業のために過剰に吸い上
げられ急速に枯渇している（確立されたが不完全）。よ
り持続可能な水の管理と地表水や地下水のより良いモニ
タリングとの両方が緊急に必要とされている。 
{9.4.2、9.9.5}

水利用の効率化・水のリサイクル・雨水利用・淡水化の
促進は、水の安全性を高め、様々な利用者や用途に公平
な水配分を確保する上で、ますます重要になっている。
農業部門は水利用効率と生産性の大幅な改善を必要とし
ている。 産業部門と鉱業部門には、水質汚濁の防止に
加え、水利用効率の向上や水のリサイクルおよび再利用
に関し大きなポテンシャルがある。洪水や家庭雑排水、
廃水、帯水層への水の再注入を管理するインフラなど、



15私たちの環境に何が起きていて、私たちはどのように反応してきたか？

水に十分に配慮した都市デザインをより広範に採用す
ることにより、都市の水の管理やその影響を改善でき
る。{9.9、9.9.3、9.9.5}

淡水生態系は、世界で最も生物多様性の高い生息地で
あり貴重な自然インフラである。湿地は気候変動によ
る影響を防ぎ（干ばつと洪水の両方）水質を改善する
が、1970年以降、農業開発・都市化・インフラ開発・水
資源の過剰開発によって、全湿地の40％が失われた。深
刻な影響としては、内水面漁業の損失があり、これによ
り何百万もの人々の生計が影響を受けている（確からし
い）。1996年から2011年までの15年間にわたる湿地消失
による年間経済コストの合計は、2兆7,000億ドルと推定
されている（確からしい）。より大きな投資（公共と民
間の両方）により、より持続可能な湿地管理とその修復
を促進できる。{9.6}

世界の全森林の合計よりも多くの炭素を貯留する湿地で
ある泥炭地は人間の介入により破壊され、現在、世界の
年間炭素排出量の約5%を排出している（確立されたが不
完全）。寒帯泥炭地の永久凍土の融解、一部の熱帯泥炭
地の農業転換、さらにその他の泥炭地の転換や消失は、
炭素排出量の増加やインフラの損傷、山火事などを引き
起こしている。排水された泥炭地の再湿潤による再生な
ど、泥炭地の保護と修復は、重要な気候変動緩和戦略の
一つである。{9.6.2}

水・食料・エネルギー・運輸・気候変動・人間の健康・
生態系の間の相互作用を適切に管理するためには、革新
的で統合的なポリシーミックスが不可欠である。優れ
たガバナンスには、とりわけ統合的水資源管理が含まれ
る。統合的水資源管理には、統合的な洪水リスク管理（
確立されたが不完全）、持続可能な開発を目指すアプロ
ーチの一つである持続可能な消費と生産を推進する循

環経済（確立されたが不完全）、水効率の改善による水
利用と経済成長とのデカップリングの推進などが含まれ
る。このようなアプローチは、土地利用計画など関連す
る政府部門間の分野横断的な政策の企画調整を促進する
（十分に確立された）。{9.8、9.9.4}

淡水に関するSDG6を達成するには、社会的公平性と男女
の平等が引き続き重要な課題である（十分に確立され
た）。参加型プロセスを強化することにより、地域や先
住民のコミュニティから、意思決定に必要なより多くの
知見を入手できる（十分に確立された）。SDG6は、公的
部門・民間部門・非政府部門・市民社会・地域主体など
を参加させることによって、そして相互に関連している
他のSDGsを考慮することによってのみ達成することがで
きる。{20.3、 9.10、 16.4}

水資源・水関連生態系の管理・気候変動に関する多国間
環境協定は、国や地方での法的措置を通じて、統合水資
源管理の法体系への組込みを支援することができる。水
に関するデータを標準化し、その範囲や厳密性を改善
するための投資を増加させることは、健全な水管理の
ための政策とガバナンスを改善するために不可欠であ
る。{9.10}

2.2.6 分野横断的な問題

いくつかの問題は、数多くの環境課題に横断的に関係し
ている。たとえば、人間の健康・ジェンダー・都市化・
教育などは、人間自身やその生計に関連している。次
に、気候変動・極地・山岳・環境災害などは、環境変
化に関連している。さらに、資源の利用・固形廃棄物処
理・エネルギー・化学物質・食物システムなどは、すべ
て資源や物質の使用に関わっている。これらの課題はす
べて、幾つかの環境テーマを通じて、相互に依存した動
的な関係を有している。

図SPM.5. 基本的な飲料水サービスの世界的な進展および基本的な飲料水へのアクセスが欠如するサハラ以南の国々におけ
る女性への不均衡な影響に関する調査の要約

出典：ユニセフとWHO （2012年）；WHOとユニセフ （2017年）
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人々と暮らし
環境の状況は、社会的な条件と相互作用があり、時には
人間の健康を支えたり、逆に損なったりもする（十分に
確立された）。劣悪な環境の状況はもちろん改善可能だ
が（「変更可能な状態」）、現状では、世界全体の疾病
と死亡の約25％の原因となっている（確立されたが不完
全）。2015年には、特に、屋外および屋内の大気汚染や水
の汚染に起因する（十分に確立された）環境汚染によっ
て約900万もの人が死亡した（確立されたが不完全）。環
境の健康への影響は、年齢（子供や老人）・体調不良・
貧困（国内外）・人種などと関連しており、脆弱また
は恵まれない人々により深刻なものとなる（確立された
が不完全）。リスクはシステム全体に関わっており、解
決策は汚染源対策だけではなく、コベネフィットも念頭
に、広範囲なものとして捉える必要がある（確立された
が不完全）。「健全な地球、健康な人々」を真の発展の
中心のコンセプト（理解）と捉え、大きな変化につなげ
ていくことが必要であろう。{4.2.1}

特に都市地域を中心に世界の消費の規模は大きく拡大
し、地球規模の資源の流れと循環に影響を及ぼしてい
る。都市とその周辺地域は人口と規模の両方で成長し続
け、経済成長の原動力となり続けるだろう（確立された
が不完全）。この都市化の進行と今後の見通しは、既存
の地方のガバナンス構造にとって大きな課題であるが、
一方で、一人あたりの、そして生産単位あたりの環境影
響を減らすことで、人間の福利を改善する機会も同時に
提供している（決定的ではない）。都市化の現在のペー
スを考えると、将来の利益のためにこの機会を捉えるに
は、今決定している都市計画に、これをどう反映するか
が極めて重要となる（十分に確立された）。{4.2.5}

男女の平等（ジェンダーの問題）は、持続可能な開発・
環境保護・社会正義の促進に相乗効果がある（十分に確
立された）。環境問題の推進力（本質的な原因）や圧力
（直接的な原因）、環境影響やその認識、それに対処す
るための政策や対応など環境問題のあらゆる側面は、男
女間の関係や相互作用により構成され、形成されるジェ
ンダーに関する規範や責任を考慮することによって決定
される。特に、女性の参加やリーダーシップ、意思決
定を支援することによって、環境政策とガバナンスにジ
ェンダーの視点をもたらすことは重要である。これによ
り、従来とは異なる新しい課題や見解が見いだされ、男
女別のデータが環境レビューに統合され（十分に確立さ
れた）、結果として、（国の資金などの）公的資源がさ
らに人間開発の優先課題や関連の投資に向けられるよう
になる。情報や技術へのアクセスの男女別のギャップを
減らすことは、女性が土地その他の資源を管理すること
を強化することにつながる。{4.2.3}

持続可能な開発のための教育（ESD）は、SDGsを達成し、
より持続可能な社会を推進し、不可避の環境変化に対応
するために不可欠である（十分に確立された）。世界中
いたるところで、すべての教育分野でESDの著しい進歩が
あった（十分に確立された）。しかし、世界中でESDを教
育システムの中心要素になるようにするには、さらなる
スケールアップが必要である（十分に確立された）。経
済的な障壁やジェンダーの障壁を排除する政策は、教育
へのアクセスを改善する。ESDは、メディアなどによって
も実施される、非公式（インフォーマル）なもしくは学
校外の（ノンフォーマル）教育によって拡大することが
できる。地域社会との関わり合いや地方（place-based）

での学習もまた重要な役割を果たす。{4.2.4}

変化する環境
気候変動は気象パターンを変化させ、それが今度は環
境・経済・社会に広く深い影響を与え、人々の生計・健
康・水・食料・エネルギー安全保障を脅かす（十分に確
立された）。それが、さらに、特に脆弱な状況にいる人
々に影響を与え、貧困を増加させ、移住や強制移動を引
き起こし、紛争を増大する（十分に確立された）。たと
え、現在の温暖化が止まっても、このような負の影響は
続くと予想される。例えば、もし温暖化を1.5℃に抑制す
る目標が達成されたとしても、海面レベルは上昇し続け
る。パリ協定で含意された1.5℃目標以上に気温が上がっ
た場合、このようなリスクはさらに増幅される（確立さ
れた）。{4.3.1}

極地表面の温度の上昇は世界の平均気温上昇より2倍以
上大きい（十分に確立された）。この増幅された温暖化
は、北極圏の海氷の後退、永久凍土の融雪、積雪量の減
少、氷床・氷棚・山岳氷河の体積の減少など、極域気候
システムの他の要素に連鎖的な影響を及ぼす（十分に確
立された）。{4.3.2} これらの影響は、翻って、地球規
模での海面上昇の加速や、気候や気象パターンの乱れな
ど、世界的な影響を及ぼす。

遅発性あるいは突発性の環境災害の影響を受ける人々の
数は、相互作用する複数の要因の複合的な影響により増
加している。これらの要因には、気候変動や環境の悪
化・貧困と社会の不平等・人口動態や定住パターンの変
化・都市部における人口密度の増加・無秩序な都市化・
自然資源の持続不可能な利用・リスクに十分に対応で
きない弱い制度や政策などがある。災害は人間の安全保
障や福利を弱体化させ、その結果、生態系・財産・イン
フラ・生計・経済・文化遺産などに損失や被害をもたら
し、毎年何百万もの人々が自宅を放棄せざるを得なくな
る。災害は女性などより脆弱な人々に、より甚大な影響
を与える。{4.2.2}

資源と物質
消費の増加と一方通行の生産消費パターン（採掘 - 使
用 - 廃棄）は、生態系の回復能力を超えて資源開発を増
加させ、地域から地球までのすべてのレベルで有害な結
果をもたらしている（確立されたが不完全）。世界全体
では、5人に2人がきちんと管理された廃棄物処理施設に
アクセスできない。不適切で時には違法な行為には、食
品廃棄物・電子廃棄物・海洋ごみ・廃棄物の取引・犯罪
に関連するものが含まれる。先進国には廃棄物の削減と
資源効率を促進するための政策があるが、途上国は依然
として、不法投棄・野焼き・（廃棄物の収集のような）
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17私たちの環境に何が起きていて、私たちはどのように反応してきたか？

出典：アメリカ雪氷データセンター（2017年）

注：数十年前まで、北極海の氷の大部分は夏でも融解しなかった。1984年には海氷の3分の1以上が5年以上前のものだった。これ以降、古い海氷の
急激な減少が観測された。

図SPM.6. 時代別の北極圏の海氷の規模の減少

図SPM.7. 損失をもたらす自然事象数のトレンド

出典：Munich Re（2017年）
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サービスへのアクセスの欠如など、基本的な管理上の課
題に直面している（十分に確立された）。持続可能な消
費と生産のような包括的な文脈における資源勘定や廃棄
物管理のための健全な政策は、製品の削減・再利用・再
製造・再改造を通じて、持続可能な発展を実現するアプ
ローチの一つとしての循環経済を促進する（確立された
が不完全）。{4.4.1}

世界のエネルギー消費量は、2014年から2040年にかけて大
幅に増加すると予想される（たとえば、1つの見積もりに
よると最大63％）。その多くは、現在化石エネルギー源に
依存している国々で予想される消費の増大に起因する 
（可能性が非常に高い）。改善された最終エネルギーサー
ビスへの普遍的なアクセスなどの公平性とジェンダーの問
題は、まだ解決されるには程遠い状況である。再生可能エ
ネルギーの迅速な展開やコスト削減、そして効率の向上に
もかかわらず、より効果的で野心的な対策なしには、エネ
ルギー起因の温室効果ガスの排出量は、パリ協定の気温目
標を達成しえないであろう（可能性が高い）。{4.4.2}

化学物質は人類に多くの便益をもたらしてきた。しか
し、この歴史上最も化学集約的な時代において、同時
に、化学物質に付随する汚染は、地球環境問題を引き起
こしてきた。というのは、化学物質は、集水池など世界
でも最も人里から離れた環境に広がる可能性があるため
である（十分に確立された）。日常的に使用される製品
には、人間・人間以外の種・環境の健康を妨げる有害な
化合物が含まれている（十分に確立された）。{4.3.3}

多国間環境協定や関連する国内措置により、最も懸念の
あるいくつかの化学物質対策に進捗があった。しかし、
有害化学物質の評価や規制には、大きなギャップが未だ
に存在する。その原因は、とりわけ関連する国内法やそ

の施行がリスクに対処するには不十分であること、さら
にはイノベーションの機会を逃してしまっていることで
ある。これらの化学物質によってもたらされるリスクに
対処しないと、人々の健康や環境に悪影響を及ぼすこと
になり、その推定コストは数千億米ドルにもなる 
（確立されたが不完全）。より科学的な情報や、適用可
能な国際協定がある場合の予防措置に加え、リスク評価
や管理を必要とする今後の緊急問題には、内分泌撹乱や
広範な抗生物質耐性、およびナノテクノロジーの使用に
関する問題などが含まれる。世界的な化学物質の安全性
を確保するためには、すべての国で、このような情報へ
のアクセスの提供や国民の意識の向上なども含む、高度
な化学物質管理の実施が必要となる（十分に確立され
た）。技術的および経済的に実現可能な場合には、地球
規模で懸念される化学物質の使用をより安全な物質で代
替することを周知し推進するため、規制・評価・監視を
強化し、産業界や消費者の責任を明確にすることが必要
である。{4.3.3}

食料システムは、消費者の需要の高まりと変化に対応し
て、地域の生態系や世界の気候への圧力を高めている 
（十分に確立された）。農業は水の最大の消費者であ
り、持続可能な方法で管理されない場合、食料生産は、
生物多様性の損失、大気・淡水・海洋の汚染、さらには
土壌劣化や温室効果ガス排出の主な原因となる。環境条
件や消費パターンの変化は、これらの圧力を増大させ、
栄養過多や栄養不良を含む栄養失調など新たな食料安全
保障上の問題を引き起こす。SDG2で構想されているよう
に十分な栄養と持続可能な食料をすべての人に提供する
ためには、気候変動や自然資源の制約、人口動向や国家
の能力などへの対応が大きな課題となっており、その実
現には、食料生産・流通・貯蔵・加工・消費パターンに
大きな変化が必要である（十分に確立された）。{4.4.3}
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3. 環境政策の有効性

トーンを確立する。（ⅲ）環境的、社会的および経済的
な課題を効果的に統合する。（ⅳ）公的資金と私的資金
が最も効率的かつ有効的に使用されていること、そして
社会的側面が十分詳細に検討されていることを確認する
ために、事前および事後の費用便益分析または費用効果
分析を実施する。（ⅴ）政策の実施中には、できれば影
響を受ける関係者を巻き込み、政策を状況に適応的に運
用するのを支援するモニタリング体制を組み入れる。そ
して（ⅵ）政策の成果と影響に関し政策の導入後の評価
を実施して、将来の政策デザインの改善に役立てる（こ
れにより政策改善のためのサイクルができる）。{11.2.3}

決定された環境政策は、多くの場合、効果的な政策のた
めに提案された基準を満たしておらず、それは、その可
能性を十分に引き出していないことを意味する（確立さ
れたが不完全）。たとえば、多くの場合、事前または事
後の費用対効果分析による政策の結果の分析はされてお
らず、成功か失敗かを評価することは困難であり、明確
で測定可能な目標は見当たらない。{Chapter 18}

政策のイノベーションは、途上国で増加している（確立
されたが不完全）。これには、貧困層によるアクセスの
権利を満たしながら、環境改善をもたらす市場ベースや
規制によるアプローチが含まれる。南アフリカでの使途
が決まっていない水の割当や、チリでの持続可能な漁
業政策など、自然資源へのアクセスや貧困層への収入を
提供する環境政策の新たな手段の例がある。{Chapters 
12-17}

環境に関する政策決定は、時間の経過とともにスケール
アップできれば、よりダイナミックなものになる可能性
がある（確立されたが不完全）。政策は経験に基づいて
修正し改善されうる。 たとえば、目標（野心）のレベル
を上げたり、より効果的な手段を選択したりできる。し
かし、そのような段階的強化（ラチェットアップ）は体
系的には適用されていない。（目標などの）政策へのフ
ィードバックメカニズムが組み込まれている政策はほと
んどない。したがって、時間軸に沿った（政策改善の）
ダイナミクスの可能性は十分には活用されていない。多
くの場合、事後評価または事前評価に必要となる現在の
環境状況のベースラインが確立されていない。{11.2.2}

各国間での政策の普及・拡散が増大している（十分に確
立された）。（ある国で）成功した政策は、各国の事
情・優先順位・能力・法律などを適切に考慮できれば、
他国で取り入れるためのロールモデルとして役立つ。地
方レベルでの多国間協定や政策ネットワーク実施は、国
家間の政策学習の触媒としての役割を果たす。しかし、
自主的取り組みやイノベーションを促す分野では政策の
普及・拡散がより頻繁に行われている一方で、環境的に
有害な補助金や規制アプローチの廃止などの市場ベース
の手段や再分配に関わる政策は、普及・拡散の対象にな
ることが少ない。{11.2.1}

マルチレベルガバナンスは、国際レベルでの政策イノベ
ーションの根源であり、一方で、多国間環境協定は、国
レベルで関連の環境政策の導入（決定）を支援している
（十分に確立された）。設計から実施、監視、評価に至
るまで、政策サイクルのすべての段階にステークホルダ

ほとんどの国が環境政策を導入し、そのような政策のた
めのガバナンス構造を確立しており、現在、何百もの多
国間環境協定が存在している。GEO-6のパートBでは、 
「このような政策の革新とガバナンスのアプローチは、
課題への取り組みと合意された目標の達成にどれほど効
果的であったか？」という疑問に対応している。この分
析では、実施された政策に関するケーススタディの評価
と、分野別の様々なレベルにおける多様な政策手法を網
羅する指標ベースのアプローチとを組み合わせており、
以下のものを含む。{10.5、10.7}

v 情報の提供：例えば、大気質やサンゴ礁に関するデー
タへのアクセス。

v 自主協定：例えば、水の使用に関する自主的な報告、
持続可能な土壌管理のための自主的なガイドライン、
最良の管理を行うための基準設定、持続可能性の報
告。

v 経済的インセンティブおよび市場ベースの手段：例え
ば、使途が特定されていない水の割当（Free　Water 
Allowance）、漁業者に対する個別の譲渡可能割当
量、生態系サービスに対する支払い。

v 環境に対する計画：例えば、適応型水管理、都市の生
物多様性管理。

v 技術革新の促進：例えば、持続可能な農業のための技
術革新、清潔な調理用コンロのための資金調達。

v 規制アプローチ：例えば、自動車の排ガス基準、絶滅
のおそれのある野生動植物の国際取引に関する条約 
（ワシントン条約）による野生生物取引の規制。

v コミュニティ・民間部門・市民社会が参加するガバナ
ンスアプローチ：例えば、食品廃棄物を抑制し、コミ
ュニティベースの保全活動を促進するための都市によ
る行動。

評価のための指標には、例えば大気に関しては、年平均
のPM 

2.5
濃度（人口加重したもの）・オゾン層破壊物質の

排出量・長期の温室効果ガスの排出量などが含まれる。指
標は、幅広い多国間環境協定およびSDGsに対応している。

排出量と資源の枯渇を減らすための環境に関する政策と
手段にイノベーションがあった（十分に確立された）。
持続可能な開発に対する様々な障壁に対処し、すべての
状況に当てはまる唯一の優れたアプローチはない。その
意味で、政策決定におけるアプローチやイノベーション
の多様性は当然のものと理解できる。{10.3}

政策の設計は、少なくとも、政策の有効性を確保するた
めの政策手段の選択と同じくらい重要である（十分に確
立された）。優れた政策設計の一般的な要素は次のとお
りである。

（ⅰ）参加型でかつ包括的なデザインプロセスを通じて
長期的なビジョンを設定する。（ⅱ）ベースラインとな
る環境の状況、科学に基づく定量的な目標およびマイルス
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ーが参加することが非常に重要である。地方レベルで
は、コミュニティや都市、民間部門がすべて独自の政策
アプローチを確立している。これは地方以外の他のレベ
ルでの政策の推進にも役立つ。{11.4}

統合的なアプローチは、効果的な政策の鍵である（十分
に確立された）。農業・漁業・観光業・林業・産業・製
造・加工・エネルギー・鉱業・運輸・インフラ・健康を
含む様々な分野の環境問題をあらゆるレベルの政策立案
に統合することは、環境を効果的に保護するための鍵で
ある。環境政策が策定される際には、社会・経済的側面
に特別に考慮することが必要である。同様に、ジェンダ
ー統合型アプローチは、より効果的で革新的な環境政策
の策定を支援することができる。{11.3}

環境以外の分野では、環境面に関する一貫した配慮はな
い。　経済的・社会的コベネフィットが明らかな場合に
は、環境面が他の分野で考慮されうる（確立されたが不
完全）。事前評価のためのツールは、潜在的なコベネフ
ィットを明らかにすることができる。例えば、世界の国
内総生産のわずか2％の「グリーン投資」は、気候変動や
水不足、そして生態系サービスの喪失の悪影響を最小化
させる一方で、2011年から2050年までの期間にわたって
長期的な成長をもたらし、それは少なくともなりゆきシ
ナリオ（BAU）と同程度の成長になり得る。戦略的環境
アセスメントや環境影響アセスメント、自然資源アセス
メントなどの分析が実施される例が増えてきているが、
それらの可能性はまだ十分に活用されていない。他の分
野に利益がない場合、あるいは利益が社会に広く分散し
ている一方で影響力のあるグループに費用が課される場
合、環境統合は不十分である（十分に確立された）。環
境省など環境に責任を有する部局は、環境政策の統合を
強制するには弱すぎることが多い。環境政策統合のため
の効果的な法的・手続き的・制度的メカニズムは、広く
適用もされていないし、実施もされていない（十分に確
立された）。{11.3、11.3.3}

政策関連指標を使った分析によると、環境政策を推進す
るため相当の革新と努力がなされたにもかかわらず、そ
の努力と効果は今日まで不十分なままである（十分に確

立された）。現在の政策では残っている環境問題に対応
するには不十分であり、公害防止や効率改善、環境計画
などの課題に政策ギャップが残っている。より野心的で
より良く設計された政策に加えて、資源の枯渇や排出量
の増加は、生態系や人間の健康、経済に、部分的にでは
あれ不可逆的な影響を与える可能性があるため、早急な
行動が必要である。{Chapters 12-17}

「2030アジェンダ」と「SDGs」を追求し、汚染防止や環境
浄化（クリーンアップ）、効率改善に関し国際的に合意
された環境目標を達成するには、（現状の政策は）十分
ではない（確立されたが不完全）。その代わりに、それ
らの制度的枠組みや社会的慣行、文化的規範および価値
観など、基本的な社会的・生産的システムや構造を再構
成するような革新的な変化が必要である。その革新的な
変化は、先見の明のある戦略的かつ統合された政策決定
を可能にし、ボトムアップ型の社会的・技術的・制度的
な革新を可能にし、そのような（政策の）社会実験から
得られた経験の体系的な利用を可能にする。{Chapter 18}

環境ガバナンスの成功モデルは、適切に設計された政策
とその実施・遵守・執行を基礎として構築されるべきで
ある。そのようなモデルは、科学や社会からの初期のシ
グナルに細心の注意を払い、データ・指標・評価・政策
評価・共有プラットフォームなどから構成される知識シ
ステムに関し、適切な全体管理と投資とを確実に実施す
べきである。外部費用が適切に対応され、将来のリスク
や機会、さらに紛争を特定するプロセスが適切に組み込
まれるような「環境勘定システム」に対しより大きな投
資をすることが必要である。{Chapter 18}

該当する場合には、国際協定に従って予防的アプロー
チの適用を拡大することで、環境リスクを減らすこと
ができる。社会的リスクに将来どう取り組んでいくか
につき、政府機関・企業・市民社会の間で合意があれ
ば、そのような連携は非常に不確実な状況においても進
歩することができる。地方と国間の政策の多段階の調整
は、持続可能な開発モデルへの移行を加速するのに役立
つ。{Chapter 18}
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適切な衛生施設・近代的なエネルギーへのアクセスの改善
などが予測されている。しかし、そのアクセスにはかなり
の不平等が残り、予測される改善の速度は該当する持続可
能な開発目標を達成するのには十分でない。環境関連の健
康リスクは予防可能だが、2030年時点では、引き続き顕著
な問題として残る。それによる世界的な子供の死亡率は減
少すると予測されるが、特にサハラ以南のアフリカでは、
該当する開発目標を多くの途上国が達成するのに十分では
ない。さらに、大気汚染は今後数十年の間に、何百万人も
の早期の死亡（premature death）を助長し続けるとされ
ている。{21.3.2、21.3.3、 21.3.4、21.3.6} 

全体として、世界は「2030アジェンダ」の環境的側面と
「2050年までの国際的に合意された環境目標」を達成する
ための軌道に乗っていない （確立されたが不完全）。こ
のようなトレンドを逆転させ、環境と人間の健康を取り戻
すため、緊急の行動が必要である。将来の予測によると、
開発は関連の目標を達成するには遅すぎるか、あるいは方
向が間違っていることさえある（図SPM.8を参照）。この
まま緊急の行動を取らなければ、現在進行中の悪影響が継
続し、場合によっては、重要な環境資源や人間の健康に対
し更に不可逆的な影響がもたらされる可能性がある。{セ
クション2.2}　現在の消費と生産のパターンは多くの国々
にとって長期的にはより高価なものとなるだろう。後で環

4.1 緊急かつ持続的で包括的な行動の必要性

追加的な政策がなければ、現在の急速な環境悪化の傾向
は続くと予測され、関連する「持続可能な開発目標」や
「国際的に合意された環境目標」（気候変動、生物多様
性の損失、水不足、過剰な栄養分の流出、土地の劣化、
海洋の酸性化など）は達成されないと予想される（十分
に確立された）。上記の深刻な環境圧力に加え、現在の
消費・生産パターンや不平等も持続可能ではない。（そ
の結果、）多くの環境指標は、今後間違った方向（悪化
する方向）に進むものと予測される。予測される人口増
加・都市化の傾向・経済の発展により、2050年に向けて
食料・エネルギー・水などの自然資源の需要が大幅に
増加するだろう。なりゆきシナリオ（BAU）では、生産
と消費における資源効率・農業収穫量と肥料の使用量・
水やエネルギー効率は改善すると予測され、それによ
って重要な環境資源に対する需要を部分的に相殺する。
しかし、そのような改善は、すでに悪化している環境シ
ステムへの圧力を減らすには不十分であろう。{21.3.1–
21.3.5}

人間開発に関連する指標は改善すると予測されるが、該
当する目標を達成するには不十分な動向である（確立さ
れたが不完全）。世界的な飢餓の改善・安全な飲料水や

図SPM.8. 関連する「SDGs」と「国際的に合意された環境目標」の目標達成に向けた世界的動向の予測

注：多くの「持続可能な開発目標」および「国際的に合意された環境目標」は、上図に示されているものよりも広い範囲に渡っている。表示されている
アイコンは、関連するSDGを示している。上図は、文献に記載されている「なりゆきシナリオ（BAU）」の予測結果に基づき将来トレンドを示したものであ
る。いくつかの目標については、複数の研究によってそのトレンドが確認されているが{SDG targets 2.1、3.2、7.1、6.4、11.6、14.3、15.5、SDG13}、
他のものについては、限られたシナリオ文献しか利用できなかった。(SDG targets 6.1、6.2、6.3、14.1、14.4、15.2) {table 21.2}

凡例

2.1 飢餓撲滅

3.2 5歳未満の予防可能な死亡根絶

6.3 水質改善

6.4 水不足への対処

11.6 都市の大気質改善

13 気候変動への対処

14.1 富栄養化による海洋汚染の減少

14.3 海洋酸性化の最小限化
14.4 水産資源の持続可能な管理

15.2 土地劣化の回復

15.5 生物多様性の損失阻止

6.1 安全な飲料水への普遍的アクセス達成

6.2 適切な衛生施設への普遍的アクセス

7.1 現代的エネルギーサービスへの普遍的ア
クセス達成

目標達成に向け
て順調（BAUシ
ナリオでは目標
達成を予想）

目標達成に向けて
進捗あるが不十
分 （さらなる努
力なしには達成
不可と予測）

目標から乖離（
傾向は改善より
むしろ悪化と予
測）

関連SDGs ターゲット ターゲット予測 予測関連SDGs

人間開発指標 環境指標
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境汚染をクリーンアップするのは、それを予防するより費
用が多くかかるからだ。そして、場合によっては、クリー
ンアップすること自体可能でなくなってしまう。例えば、
気候に対する行動が更に遅れると、パリ協定の目標を達成
するためのコストを増加させ、そしてある時点を過ぎると
達成自体が不可能になってしまう。{21.3.3、21.4、24.4}

4.2 変革と統合的アプローチが必要

健全な地球は、持続可能な開発に必要である。その健全
な地球を実現する経路が複数存在する（確立されたが不
完全）。文献には、SDGsや多国間環境協定、さらに関連
する国際的に合意された環境目標を達成する方法（経
路）について、（重要な）情報を提供する多くのシナリ
オが含まれている。これらの経路は、健全な地球に向か
うに当たり、いくつかの重要な移行が必要であることを
強調している。その経路は、気候変動・大気汚染・土地
の劣化・生物多様性の損失・水不足・海洋の過剰利用や
汚染を防ぎながら、一方で、これらの資源への普遍的な
アクセスを確保し、エネルギー・食料・水の持続可能な
消費と生産パターンを達成することを基本としている。
その経路には、ライフスタイル・消費嗜好・消費者行動
の変化だけでなく、よりクリーンな製造プロセス・資源
効率の改善・デカップリング・企業責任・コンプライア
ンスなども含まれている。{22.3}

SDGs、多国間環境協定、および関連する国際的に合意さ
れた環境目標を達成するためには、大きな変革が必要で
ある。それは環境政策だけで達成できる範囲を超えてい
る（確立されたが不完全）。（そのような変革を想定し
た）経路分析では、漸進的な環境政策だけでは必要な変
革に対応できないことが明らかになっている。効果的な
政策措置に加え、地域から国際に至るすべてのレベルで
様々な協働を活用することが必要であり、それにより
社会的・技術的な改善と革新を推進していくことができ
る。{22.4.1}

気候変動および大気汚染の削減や、すべての人に持続可
能なエネルギーを提供することに関連した目標を達成す
ることは可能である。様々な方法で対策を組み合わせる
ことができるが、迅速かつ前例のない規模で実施する必
要がある（十分に確立された）。それは、エネルギーア
クセス、エネルギー効率の改善や強化、ライフスタイル
の変化、温室効果ガス排出の低い技術のより迅速な導入
（持続可能で公平に生産されるバイオエネルギー、水
力、太陽光、風力、炭素回収などを含む）、大気汚染物
質の排出量の削減、さらに、土地利用、土地利用変化、
森林による人為起源の温室効果ガスの吸収の増加（農業
からのCO

2
以外の温室効果ガス排出量を含む）などへの

投資を必要とする。パリ協定に沿った経路は、現在から
2050年までの間に世界経済の炭素原単位が年間4〜6％ 
（歴史的には年間1〜2％）減少することを特徴としてお
り、そうすることにより、エネルギーシステムからの温
室効果ガス排出量は、 2050年までにはほぼゼロになるで
あろう。{22.3.2}

食料の消費や生産、廃棄そして再分配に関する対策と、
自然保護に関する政策を（効果的に）組み合わせること
によって、飢餓を解消し、生物多様性の損失を防止し、
土地劣化を阻止することができる（確立されたが不完
全）。これらの社会的・環境的目標を達成するシナリ
オは、なりゆきシナリオ（BAU）に比べて農業収穫高の

50％速い改善を特徴としている。それは消費側の変化
や食料分配の改善にも大きく依存している。また、生
物多様性の損失を止めるには、総合的管理（landscape 
management）と保護地域に関する措置が必要になる。自
然に基づく（ecological）インフラは、気候変動による
干ばつや洪水などから農民や農村や都市のコミュニティ
を保護し、水質汚染を軽減し、水の供給量を増やすと同
時に、生物多様性を保護することができる。持続可能な
農業では、淡水システム・地下水・海洋の沿岸地帯の汚
染を減らすために、窒素とリンの不均衡（肥料の過剰な
投与の削減など）を減少させる必要がある。水不足を減
らすには、より効率的な水利用、貯水量の増加、および
淡水化への投資が必要である。文献で検討された野心的
なシナリオでは、なりゆきシナリオ（BAU）に比べより高
い水の使用効率が一般的に想定されているが、それでも
水の安全保障は完全には達成できない。{22.3.1、 
22.3.3、22.3.4}

健康な食事や大気汚染の低減など教育や持続可能な消費
の促進に関する措置と、幅広い持続可能性に関する目標
の間には、特筆すべき相乗効果がある（十分に確立され
た）。特に女性と女児のために改善された教育は、健康
や経済成長、貧困の減少、さらにより良い環境管理と特
に強い関係がある。肉製品は作物よりも多くの土地を必
要とする（図SPM.4参照）。 したがって、持続可能で健
康な食生活を推進し、途上国と先進国の両方で食物廃棄
物を減らし、持続可能な農業を実践することは、2050年
に地球上にいると予測される90〜100億人の人々の栄養ニ
ーズを満たすのに役立つ。そうすることで、生物多様性
の損失を減らし、生息地の回復を促進し、土地の劣化や
水不足を防ぎながら、健康と栄養の改善の間の相乗効果
が実現される。化石燃料の使用をフェーズアウトし、持
続可能なバイオエネルギーなどの低炭素排出燃料へ移行
することは、重要なコベネフィットを作り出し、気候と
大気の両方の目標を達成することができる。後者は、ま
た、人間の健康の改善、農業生産の増加および生物多様
性の損失の減少との相乗効果にもつながる。{22.4.2}

異なる持続可能性目標を達成することの間には、潜在的
なトレードオフもある。土地ベースの気候変動緩和、す
なわちバイオエネルギー作物の生産と農業の集約化は、
それぞれ気候と食料の目標を達成するための重要な手段
であるが、注意深く管理されないと他の環境目標に重大
な悪影響を及ぼす可能性がある（十分に確立された）。
パリ協定と整合するほとんどすべてのシナリオは、土地
ベースの緩和策を含んでいるが、それらの活用は土地の
需要を増大させ、したがって土地利用パターンに潜在的
に大きな影響を及ぼし、ゆくゆくは食料価格の上昇につ
ながり、最終的に食料安全保障に影響を与える可能性が
ある。農業収率の改善は全体的な食料の入手可能性を増
やし、自然の土地への圧力を減らす効果がある。持続不
可能な農業手法を適用すると、土地の劣化や低酸素、有
害な藻類の繁殖、生物多様性の喪失、温室効果ガスの排
出量の増加につながる可能性がある。{22.4.2}

（実際の）対策と目標の間の相互関係を理解すること
は、相乗的な実施や政策の一貫性を確保する上で極めて
重要である（十分に確立された）。統合されたアプロ
ーチは、相乗効果が把握され、潜在的なトレードオフ
が（適切に）対処されることを可能にする。そうする
ことで環境目標は、（他の目標と）同時に達成されう
る。{22.4.2}
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4.3 環境目標の達成に必要なシステム全体の
変革を引き起こすイノベーション

十分に調整された意欲的な政策は、社会的・技術的イノ
ベーションと相まって、SDGs、関連する多国間環境協定
および国際的に合意された環境目標の達成を可能にする
（確立されたが不完全）。持続可能な開発の実現につな
がる変革的な経路には以下に示す要素が含まれる。（i）
持続可能性の実現に向けたシステム全体のイノベーショ
ンを誘発するためのビジョン、（ii）社会的イノベーシ
ョンと政策的イノベーション、（iii）持続不可能な慣行
の段階的廃止、（iv）新たな政策による社会実験、（v） 
地域の人々や先住民を含む多様な関係者の参画の実現。
統合的なアプローチは、様々な政策や方策による相乗効
果（シナジー）を高めると同時に、潜在的なトレードオ
フを最小化するのに役立つ。持続可能な開発をめざすビ
ジョンとリーダーシップは、多くの人々の支持を受ける
ことができるだろう。持続可能性の目標を達成するため
の統合的政策には経済的インセンティブの付与が含まれ
る。具体例としては、環境的に有害な補助金の撤廃、価
格構造の改善、社会的費用と環境的費用を内部化するた
めの税制の改革などが挙げられる 。 {24.3}

大きな変革をめざす事業や革新的な解決策の一群があ
り、これらは全体としてSDGs、多国間環境協定の目的お
よび国際的に合意された環境目標の達成に役立つ（未確
定） 。（そのためには、）社会的、政策的、技術的なイ
ノベーションが必要とされている。 既に地方レベルで
は大きな変革をめざす事業や革新的な解決策が数多くあ
り、これらは適切にスケールアップすることが可能だと
考えられる。ボトムアップのイニシアチブに目を向ける
と、公共および民間の幅広い利害関係者を巻き込みSDGs
を達成するための、以下のようなアイデアや行動、プロ
グラムが見えてくる。（i）自然の摂理にもとづく解決
策（生態学に基づくインフラ整備や自然回復など、地域
固有の知識が含まれる）、 （ii）モニタリングと報告
に関するイノベーション（地球観測システムによる詳細
な環境情報、市民科学イニシアチブによる分散型環境モ
ニタリングへの市民参加、ならびに経済的、社会的およ
び環境的要素を統合する自然資本勘定など。市民科学イ
ニシアチブではインターネット技術が遠隔地の市民の教
育と参加を可能にし、市民による水質モニタリングと関
連政府機関への問題の通報が実現している）、（iii） 
循環型・シェアリング経済に関わるイノベーション（特
に他の生産プロセスから生じる廃棄物を有効活用するビ
ジネスモデルを通じた資源利用の効率化の向上や、商品
とサービスを仲間同士でシェアするためのイノベーショ
ン） 、（iv）有毒物質と固形廃棄物（プラスチック廃棄
物を含む）の削減に役立つイノベーションや政策、（v） 
持続可能性と環境に関する教育を通じた人々の意識の向
上と必要なスキルの獲得、（vi）男女平等の重視、女性
のエンパワーメント、および地方から世界に至るすべて
の現場においてあらゆる人々が公平に扱われることを促
進するための解決策、（vii）スマートで持続可能な都
市（例えば、交通、消費パターン、エネルギー、栄養、
水、廃棄物管理などの都市の持続可能性に関わる主要課
題の解決のために、デジタル技術を活用して市民の参画
を可能にする取り組み）。{17.7、23.11.1}

システム全体の変革を実現するには、金融投資および、
個人や企業その他の非政府組織の参加が不可欠である  
（確立されたが不完全）。持続不可能な製品や産業プロ

セスは、以下の方策を導入することで段階的に淘汰され
るだろう。（i）新しい規制メカニズムによる規範の設
定（例えば、土地所有権の確立）、（ii）地方電化など
の持続可能性を高める事業への投資を促進する資金メカ
ニズム、化学物質の利用効率の改善や有害化学物質の最
少化、それに伴う市場および市場外のリスクや影響の考
慮、（ⅲ）環境教育と持続可能性な開発のための教育を
通じた、持続可能性に配慮した消費者の選択や起業家精
神、加えて企業の社会的責任の強化、実行可能なビジネ
スモデルの促進に関する意識と能力の向上、（iv）すべ
ての利害関係者が福利を追求するため経済活動に参加で
きる方策の探求と促進、（v）持続可能ではない既存技術
への依存や既得権益からの脱却、（vi）汚染に価格付け
する経済的手段。 {23.11、24.3}

大きな変革の実現には、（状況に応じて柔軟に変更でき
る）適応的な政策の導入、ニッチ・イノベーションを可
能にする環境の整備や変化を阻害する要因の除去が必要
である（確立されたが不完全）。政治・制度・ライフス
タイルが変わることにより、環境が持続可能となり包摂
的（インクルーシブ）な変革を可能とすることができ
る。地方レベルでの政策実験は、地域の実情に合わせた
政策の微調整とイノベーションを直近でモニタリングす
る機会を与える。また、地域固有の知識体系を地域の環
境管理の改善のために活用することを可能にする。さら
に、裁判所や司法制度へのアクセスのような法的メカニ
ズムの整備を通じて、環境悪化への補償を担保すること
は、すべての人が清潔で健康な環境への包摂的（インク
ルーシブ）なアクセスを確保するための重要なメカニズ
ムとして機能する。 {23.11、24.2}

参加型アプローチは、政策決定者や非国家主体が持続可
能な社会の実現に向けた革新的な解決策を見極め追求す
ることに役立つ （確立されたが不完全）。参加型で草の
根的なアプローチを通じて、SDGsや多国間環境協定を達
成するため、利害関係者が有する有用なイニシアチブや
意欲的なビジョン、経路や解決策が促進される。このプ
ロセスには包摂的なイノベーションが含まれ、権力と意
思決定が分散されることで、これまで考慮されなかった
外部性が内部化される。これらのアプローチを通じて、
さらに、地球規模の環境問題とその解決策に取り組む
上での分配の公平性、責任と能力に関するギャップや死
角が浮き彫りにされる。参加型アプローチは、個別の状
況に応じた解決策を提供するのに役立つ。例えば、分散
型の再生可能エネルギーとマイクログリッドは、これま
での大規模集中型のエネルギー転換モデルに挑戦する多
くのボトムアップ型の持続可能なビジョンに適合する。
より細分化されたデータが必要であり、それに基づき地
域差やジェンダーその他の人口動態を考慮に入れること
は、問題を評価し対策を考える上で重要である。SDGを達
成するための政策の設計と実施においては、特に社会の
中で最も脆弱で疎外されている人々のニーズを考慮に入
れて、社会を構成する人々が全体として享受できる福利
を、地域レベルから他のレベルの順で調整していく必要
がある。情報通信技術の発展は、こうした変化を加速す
る可能性があるが、そのためにはプライバシー侵害など
のリスクを最小限に抑える必要がある。 {23.9.2、 
23.14、24.3.5}

システム全体の変革に取り組むためには、後発開発途上
国への支援を含む国際協力の強化が必要である (十分に
確立された)。この課題の達成には国際協力と支援が不可
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欠であり、財政的なコミットメントと国際資金援助が必
要である。多段階・多国間の協力を改善し、異なるスケ
ールの協力事業の間の調整に有効なガバナンスを確立す
る必要がある。その解決策には、現在の相互依存関係を
より適切に管理することを通じて、地域間の不平等を小
さくしていくことなどがある。二国間・複数国間・多国
間の環境条約は、知識システム全体の中で、包摂的かつ
持続可能な発展を達成するための重要な統治メカニズム
である。 {11.4、19.1、23、14}

4.4 持続可能な未来への経路を選択すること
でもたらされる便益

環境課題に取り組む政策への投資は、人間の健康と福
祉、繁栄と回復力のある社会の実現を促進する (十分に
確立された)。特に途上国での環境問題の解決や環境保
全の確保のためには、持続可能な開発のための資金を動
員することが必要である。持続可能な未来への経路が目
指すのは、「健全な地球、健康な人々」の実現である。
健全な地球は、そこで生きる人々に健康と長寿をもたら
す。しかし、現実には2012年の世界全体の死者の死亡原
因の4分の1近くが、改善可能な環境リスクと関係があっ
た可能性がある。この割合は、脆弱な状況に置かれた人
々や途上国の人々の間で大きくなる傾向にある。飢餓、
安全な飲料水や衛生へのアクセス、そして近代的なエネ
ルギーサービスへのアクセスに関する持続可能な開発目
標を達成することで、栄養失調・下痢・下気道感染のリ

スクを減らし、2030年までの間に毎年4万人以上の5歳未
満の子供の命を救うことができる。さらに、もっとも深
刻な環境リスクである大気汚染は、今後も人々の健康に
重大な悪影響を及ぼし続けると予測されている。複数の
シナリオ研究が、なりゆきシナリオ（BAU）として今世紀
半ばまでの450万人から700万人の早期死亡者数を推計し
ている。しかし、気候変動対策と大気汚染対策を組み合
わせることで、早期死亡者数を大幅に減らすことができ
る。{5.4.1、21.3.3、21.3.6、22.3.2、22.3.5、 
23.12、24.4}

人々の健康を改善することは、（より健康な労働力をよ
り多く確保でき）著しい経済的便益をもたらすととも
に、人口動態学的な意義ももたらす（確立されたが不完
全）。温室効果ガスの排出量と大気汚染物質を減らすこ
とによる健康上の便益は、緩和コストを上回る可能性が
ある。たとえば、2℃目標を達成することで節約できる医
療費の世界での合計額は、約54兆ドルと推計され、（2℃
目標を達成に必要な）世界的な政策コストの約22兆ドル
を上回る。子供と妊婦の死亡率の低下は、特に、女性の
教育と現代の避妊などの性と生殖に関する医療サービス
へのアクセスと組み合わせれば、長期的には出生率の低
下につながり、環境悪化の主な要因の一つである人口増
加を抑制できる可能性がある。これは、健康な人々を確
保していくことが、健全な地球を支えることができると
いう事実を強調している。{2.3、22.3.5、24.4}
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5. 行動のための知識

的な収集は、コミュニティ内およびコミュニティ間の脆
弱性を明らかにする統計や指標に変換できる。性別・民
族・人種・収入・年齢・地域などに細分化されたデータ
は、それらの間の重大な違いを特定し、効果的な政策設
計を促進する。   {3.5、3.7}

情報のギャップを新たなデータで埋めることに加えて、
広く分散されていて容易に組み合わせることも比較する
こともできない既存データを統合し、整理し、調和し、
さらにそのようなデータへのオープンアクセスを拡大す
ることにより、大きな便益を得ることができる（十分に
確立された）。データソースを統合し、利用可能なもの
をより有効に活用するには、共通のフレームワークやイ
ニシアチブ、そして政治的意思が必要である。その文脈
において、環境統計、環境・経済勘定システム、さらに
国民経済勘定システム確立のための枠組みは、強く合意
できる統計枠組みであり、方法論的アプローチでもある
ので、広く採用される可能性がある。（図SPM.9）。既存
のデータと新しく収集されたデータの両方を合理化する
ことは、指標の開発に不可欠なものである。 {3.3}

地球観測（Earth observation）システムにより、その
指標が測定されうるかどうかは、データの利用可能性を
確保する上で重要な要件の一つである（十分に確立され
た）。地球観測データは、その質や費用対効果が飛躍的
に高まり、その結果、遠隔で測定できる指標は、そうで
ないものに比べはるかに大きな区域をカバーできるよう
になった。例えば、衛星によって森林劣化や土地利用変
化をより正確に推計できるようになったが、海洋表面の
すべての環境状況はまだモニターできない。生物多様性
に関するデータは特に少なく、今でも大部分、現場での
観測や遺伝子の分析などに拠っている。地下水や水利用

5.1 改善されたデータやより多くの知識は、
より多くの場所でより良く、そしてより
効果的な行動と解決策をもたらす

行動は、すでにある利用可能な知識に基づいて行われ
る。すべての環境面で持続可能性を達成するために必要
なことをより適切に発信するには、世界中で、オープ
ンでアクセス可能なデータ・情報・分析・知識・科学
が必要となる（確立されたが不完全）。SDGsを達成す
るために、多国間環境協定、国際的に合意された環境
目標、そして科学に基づく目標は、異なる環境要素と
非環境要素の関連性を考慮した統合的アプローチを必
要としている。こうしたアプローチは、細分化された
（disaggregated）データの作成なども含み、伝統的な知
識と市民科学をも取り入れたものである。SDGsとその目
標が達成されたかどうか、フォローアップしレビューを
行う必要がある。レビューの際には、国別および地域レ
ベルの指標によって補完された世界規模の指標を使用す
るが、国または世界の基準となるデータがまだ存在して
いない目標については、基準値（ベースライン）を開発
するための作業が必要になる。統合されたデータや分析
は、ニーズに優先順位を付け、効果的な政策を形作り、
モニタリングや評価の結果を強化することができる。 
{3.1、25.1}

環境モニタリングや環境勘定を地理情報システムに取り
込む公式統計やその他のエビデンスの収集は進歩してき
た。それは知識を拡大する一方で、あらゆる環境分野に
おけるデータの格差を明らかにしてきた（確立されたが
不完全）。より多くのデータが人々を環境と結びつける
のに役立つ。時系列データは変化を観察するための基礎
であり、極めて重要である。標準化されたデータの定期

出典：国連（2018年）

図 SPM.9. 環境・経済勘定システムが採用されている地域
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など一部の淡水に関するデータも、測定上の課題がある
ため十分ではない。リモートセンシング（遠隔で測定で
きるもの）と現場（in situ）でしか集めることのできな
いデータの間の二極化は、今後地球観測技術が進むにつ
れてさらに拡大する。{3.4}

すべての人のオープンデータへのアクセスは、公平性や
透明性を確保するとともに、そのデータを持続性と開発
のため最も効果的に利用するために不可欠である（確立
されたが不完全）。「オープンデータ」に関する動きは
近年大きな注目を集め、データが誰でも自由に利用でき
るようになってきている。教育はデータへのアクセスの
重要な要素であり、国は環境データを分析し解釈する能
力の構築について前向きに検討するべきである。多くの
側面において、先進国と途上国の間にはデータのアクセ
スに大きな不均衡がある。これは、国民が環境を理解す
る能力や環境の人々の健康への影響、さらに社会経済の
改善に向けた環境データの利用に関して、国際的な格差
を拡大するものである。{25. 2.2}

5.2 新たなデータソースや地球‐人間システ
ムモデリングの発展がもたらす機会

地球観測データや地球‐人間システムモデルのような新
たなデータソースを、社会・経済データやコンテクスト
分析と組み合わせることで、SDGsや多国間環境協定の達
成に向けたより良い政策決定が可能になる（確立された
が不完全）。新しいアプローチや技術を通じて生み出さ
れる「ビッグデータ」は、（総合的な）環境アセスメン
トプロセスに有益な情報を与える強力な資源となりつつ
ある。アルゴリズムやプログラミング、さらに機械的な
方法などにより進化する人工知能（AI）や技術分析は、
意思決定に向けたエビデンスベースの情報を高度化さ
せ、いわゆる「第 4 次産業革命」の一角を形成する。ビ
ッグデータを効果的に活用・分析できれば、環境知識を
進展させられる可能性が非常に大きい。とりわけ、ビッ
グデータ収集に関与する大企業などの民間部門と公共部
門との連携の強化は、経済的に実行可能で公平な解決策
の推進にあたっては極めて重要である。ビッグデータ利
用のためのプロトコルは継続的に開発され改善されてい
るが、その進化が極めて急速であるがゆえに誤解と誤用
を招く可能性がある。倫理、プライバシーの保護などの
問題に関し、早急に政策上の注意が向けられる必要があ
る。 {25.1.2}

将来のセンサー技術は、空間的ならびに人口動態的デー
タの細分化を可能にすると見られる（確立されたが不完
全）。衛星や空中、さらに地上ベースの（観測）ネット
ワークを組み合わせることで、ほぼリアルタイムに地方
から地域、地球レベルに至る新たな展開や影響のモニタ
リングが可能となる。結果として作り出されるデータ
や情報は、急速に成長するデジタル基盤と組み合わせれ
ば、リアルタイムで変化する状況への迅速な対応を可能
とする。しかし、これらの便益の実現は、環境データと
社会経済情報との意味ある組合せの実現に加えて、デー
タの収集・加工・抽出・活用などに関するそれぞれの国
における適切なガバナンスと（その国の）状況に依存す
る。 {25.1.2}

地球観測がリモートセンシングによるビッグデータの主
な推進要因である一方、市民科学は、分散したソースか
ら得られる現場のデータのタイムリーで費用対効果の

高い収集を可能にする（十分に確立された）。スマー
トセンサー（感知器）やモバイルデバイス（可動型の機
器） 、Web アプリケーションなどの新たな技術と組み合
わせると、市民科学により地理的に特定できる大量のデ
ータの収集と分析が可能になる。それにより、必要な情
報の提供を通じた意思決定を支援し、環境問題に関して
市民を教育し、加えて市民参加を活発化させることがで
きる。しかし、市民科学データが適切な質を有し、代表
性があり、健全に分析され、結果が効果的に分配される
かどうかなど、普及するにあたっては重要な課題がいく
つか存在する。 {25.1.1}

伝統的知識は、いまだ世界的には十分に活用されていな
いが、科学的知識を補完できる重要な情報源である （十
分に確立された）。2007年に採択された先住民の権利に
関する国際連合宣言は、先住民による伝統的知識の文書
化や回復、強化を支援するものであるが、情報収集の管
理や伝統的知識と他の知識体系との統合に必要な、実際
的な手法に関する能力開発が必要である。伝統的知識を
有する者と学術・政府間での協働作業は、環境に対する
理解や配慮を強化するデータの作成や知識の創出・拡充
に必要な革新的なプロセスや手順、さらにツールの開発
などを主導してきた。 {25.1.3}

データギャップは、現実には、これからも当分の間継続
するが、重要なことは、それを理由として緊急の行動を
遅らせるべきではないということである（十分に確立さ
れた）。すべてのレベルの意思決定者は、意思決定に際
し新たなデータを待つことはできない。しかし、その時
点の知識を活用しエビデンスに基づいた対策を行い、新
しい知識が利用可能になった時点で、それに適応的・応
答的な対応をとるべきである。政府や社会は、データ
の進化的状況を受け入れ、新しい情報技術能力の開発を
促進し、既存および新規のデータや新たな知識ツールの
双方を活用する総合的なアプローチを採用する必要があ
る。 {25.2.4}

地球上および宇宙空間における観測ネットワークから作り
出されるデータや情報に関する国際的な協力と（データ
の）共有は、成功への鍵である（十分に確立された）。次
世代の専門家を育てるための教育やトレーニングへの継続
的な投資は、GEO-6で掲げられた「健全な地球、健康な人
々」という課題を実現していくための多世代にわたる挑戦
を、強化し維持するために不可欠である 。 {25.3}

5.3 進むべき道

GEO-6は、現在から2030年、さらにその先の2050年を見
通し、今日の世界が直面する多くの課題と機会を提示し
た。地方から国家、そして国家間のあらゆるレベルにお
いて展開する、すべての種類のデータと知識に関し進行
する大きな変革は、私たちが環境とガバナンスの課題に
取り組み、進歩していくために必要な能力を高める機会
を提供している。 最も重要なのは、SDGs、多国間環境協
定、国際的に合意された環境目標や他の科学的根拠に基
づく目標を達成するために、環境、経済および社会的な
活動を（将来に向けての）経路に統合する、 大胆かつ迅
速、そして持続可能で包括的な行動を取ることである。
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Lorem ipsum dolor sit amet, consectetuer adipiscing 
elit, sed diam nonummy nibh euismod tincidunt ut 
laoreet dolore magna aliquam erat volutpat. Ut wisi 
enim ad minim veniam, quis nostrud exerci tation 
ullamcorper suscipit lobortis nisl ut aliquip ex ea 
commodo consequat. Duis autem vel eum iriure dolor 
in hendrerit in vulputate velit esse molestie consequat, 
vel illum dolore eu feugiat nulla facilisis at vero eros et 
accumsan et iusto odio dignissim qui blandit praesent 
luptatum zzril delenit augue duis dolore te feugait nulla 
facilisi.
Lorem ipsum dolor sit amet, cons ectetuer adipiscing 
elit, sed diam nonummy nibh euismod tincidunt ut 
laoreet dolore magna aliquam erat volutpat. Ut wisi 
enim ad minim veniam, quis nostrud exerci tation 
ullamcorper suscipit lobortis nisl ut aliquip ex ea 
commodo consequat.
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「第6次地球環境概況（GEO-6）は私たちの地球を知る上で欠かせない（健康）診
断である。適切な医療の診察同様、このまま対策を実施しなかった場合の結果を
明確に予測するとともに、正しい方向に向かうための一連の推奨行動を明確に示
している。GEO-6は行動を遅らせることの危険性と、持続可能な開発を実現するた
めの機会の両方について詳細に述べている。」

―アントニオ・グテーレス 国連事務総長


